
 

 

 

 

平成 30年 1 月 26日 

 

 

ケネディクス・レジデンシャル投資法人とジャパン・シニアリビング投資法人の間の吸収合併に

係る投資信託及び投資法人に関する法律第149条の6第1項に規定する書類 

 

東京都千代田区内幸町二丁目 1番 6 号 

ケネディクス・レジデンシャル投資法人 

執行役員 佐藤 啓介 

 

ケネディクス・レジデンシャル投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、ジャパン・シ

ニアリビング投資法人（以下「JSL」といい、本投資法人と併せて「両投資法人」といいます。）

との間で、平成29年11月10日付合併契約書（以下「本合併契約」といいます。）を締結し、平成30

年3月1日を合併の効力が生ずる日（以下「効力発生日」といいます。）とする吸収合併（以下「本

合併」といいます。）を行うことといたしましたので、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和

26年法律第198号、その後の改正を含みます。）（以下「投信法」といいます。）第149条の6第1項並

びに投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（平成12年総理府令第129号、その後の改正を含

みます。）（以下「投信法施行規則」といいます。）第194条の定めに従い、以下のとおり、吸収合

併契約の内容その他内閣府令で定める事項を記載した書面（以下「本書面」といいます。）を備え

置くことといたします。 

 

1． 吸収合併契約の内容（投信法第149条の6第1項柱書） 

 

本合併契約の内容は別紙1記載のとおりです。 

 

2． 吸収合併存続法人が吸収合併に際して吸収合併消滅法人の投資主に対して交付するその投資

口に代わる吸収合併存続法人の投資口の口数又はその口数の算定方法及び吸収合併存続法人

の出資総額並びに吸収合併消滅法人の投資主に対する吸収合併存続法人の投資口の割当てに

関する事項についての定めの相当性に関する事項（投信法施行規則第194条第1号、投信法第

147条第1項第2号及び第3号） 

 

a. 吸収合併存続法人が吸収合併に際して吸収合併消滅法人の投資主に対して交付するその投

資口に代わる吸収合併存続法人の投資口の口数又はその口数の算定方法及び吸収合併消滅

法人の投資主に対する吸収合併存続法人の投資口の割当てに関する事項についての定めの

相当性に関する事項 

 

(a) 吸収合併消滅法人であるJSLの投資口1口に割り当てられる吸収合併存続法人である本

投資法人の投資口の口数又は金銭の額 

 

 
本投資法人 

（吸収合併存続法人） 

JSL 

（吸収合併消滅法人） 

 

本合併に係る 

割当ての内容 

 

1 

1 

（ご参考：投資口分割考慮前） 

0.5 

（注1） 本合併により発行する本投資法人の新投資口数（本投資口分割（以下に定義します。）



 

 

後の投資口数）：投資口84,750口 

（注2） 本投資法人は、平成30年2月28日を分割の基準日、平成30年3月1日を効力発生日として、

投資口1口を2口とする投資口分割（以下「本投資口分割」といいます。）を予定して

おり、上記割当て比率及び本投資法人が割当交付する新投資口数は、本投資口分割の

効力発生を前提としております。本投資口分割を考慮する前の合併比率は、本投資法

人1に対し、JSL0.5となります。しかしながら、かかる合併比率では、JSL投資口1口に

対して、本投資法人の投資口0.5口が割当交付されることとなり、交付される本投資法

人の投資口の口数が1口未満となるJSLの投資主が多数生じることとなります。そのた

め、本合併後もJSLの投資主が本投資法人の投資口を継続して保有することを可能とす

るべく、JSLの全ての投資主に対し1口以上の本投資法人の投資口を交付することを目

的として、本合併の効力発生に先立ち、本投資法人の投資口1口につき2口の割合によ

る投資口の分割を行い、JSLの投資口1口に対して、かかる投資口分割後の本投資法人

の投資口1口を割当交付します。 

（注3） 上記の投資口の他、本投資法人は、JSLの平成29年9月1日から平成30年2月28日までの

営業期間に係る金銭の分配の代わり金として、JSLの分配可能利益に基づきJSLの投資

主（本合併の効力発生日の前日のJSLの最終の投資主名簿に記載又は記録された投資主

（投信法第149条の3の規定に基づきその有する投資口の買取りを請求したJSLの投資

主を除き、以下「割当対象投資主」といいます。））に対して同期間の金銭の分配額

見合いの合併交付金（本合併の効力発生日の前日におけるJSLの分配可能利益の額を本

合併の効力発生日の前日におけるJSLの発行済投資口数から割当対象投資主以外の投

資主が保有する投資口数を控除した口数で除した金額（1円未満切捨て））を、効力発

生日から合理的な期間内に支払う予定です。 

 

(b) 算定の基礎 

 

本投資法人は SMBC 日興証券株式会社（以下「SMBC 日興証券」といいます。）を、JSL

は野村證券株式会社（以下「野村證券」といいます。）を、それぞれ本合併のための財務

アドバイザーに任命し、両投資法人は、本合併に用いられる合併比率の算定にあたって公

正を期すため、それぞれの財務アドバイザーに本合併に用いられる合併比率に関する財務

分析を依頼いたしました。 

なお、SMBC 日興証券及び野村證券による算定結果の概要は、いずれも上記(a)（注 2）

記載の、本投資法人による投資口 1 口を 2 口とする本投資口分割考慮前の数値を記載して

います。 

 

（SMBC日興証券） 

SMBC 日興証券は、両投資法人の投資口について多角的に分析するため、両投資法人の

それぞれについて、両投資法人の投資口は東京証券取引所市場の上場銘柄であり、証券市

場の評価を算定に反映させる目的から、市場投資口価格法を、両投資法人の投資主が将来

にわたり受け取ることとなる理論配当金を算定に反映させる目的から、配当割引モデル法

（以下「DDM 法」といいます。）を、両投資法人の保有不動産の含み損益を算定に反映さ

せる目的から、修正純資産法を採用して当該合併比率の分析を行いました。SMBC 日興証

券による算定結果の概要は、以下のとおりです。 

 

評価手法 合併比率のレンジ 

市場投資口価格法 0.48 ～ 0.49 

DDM法 0.37 ～ 0.55 

修正純資産法 0.61 

 



 

 

なお、最近における両投資法人投資口の市場取引状況を勘案の上、両投資法人の市場投

資口価格については、平成 29年 11月 9 日を基準日として、基準日から遡る 1ヶ月、3ヶ

月までの期間における投資口価格終値平均を採用しました。 

なお、SMBC 日興証券による合併比率の算定・分析は、上記の他一定の前提条件に基づ

いています。前提条件・免責事項に関する補足説明の詳細は、本(b)末尾の（注 1）の記

載をご参照ください。 

SMBC 日興証券が DDM 法の基礎として採用した両投資法人の分配金計画において、大幅

な増減が見込まれている事業年度はありません。 

 

（野村證券） 

野村證券は、両投資法人の投資口がそれぞれ東京証券取引所に上場しており、市場投資

口価格が存在することから市場投資口価格平均法を、両投資法人のいずれも比較可能な上

場投資法人が複数存在し、類似投資法人比較による投資口価値の類推が可能であることか

ら類似投資法人比較法を、将来の事業活動の状況を算定に反映するためディスカウンテッ

ド・キャッシュフロー法（以下「DCF 法」といいます。）を、また、時価・換価可能性等

による純資産への影響額を算定に反映するため修正時価純資産法を採用して算定を行い

ました。野村證券による算定結果の概要は、以下のとおりであり、合併比率のレンジは、

本投資法人の投資口 1口当たりの投資口価値を 1とした場合における JSLの算定レンジを

記載したものです。 

 

評価手法 合併比率のレンジ 

市場投資口価格平均法 0.48 ～ 0.50 

類似投資法人比較法 0.39 ～ 0.64 

DCF法 0.47 ～ 0.53 

修正時価純資産法 0.67 

 

なお、市場投資口価格平均法につきましては、平成 29年 11月 9日を算定基準日として、

算定基準日の終値、算定基準日までの 5営業日、算定基準日までの 1 ヶ月間、算定基準日

までの 3 ヶ月間、算定基準日までの 6ヶ月間の終値の単純平均値を採用しています。野村

證券の分析の前提条件・免責事項に関する補足説明の詳細については、本(b)末尾の（注

2）の記載をご参照ください。 

野村證券が DCF 法の前提とした両投資法人の将来の利益計画において、大幅な増減益が

見込まれている事業年度はありません。 

（注1） SMBC日興証券は、両投資法人の資産及び負債に関して、SMBC日興証券による独自

の評価若しくは査定、又は公認会計士その他の専門家を交えた精査を行っていま

せん。また、SMBC日興証券は、両投資法人の資産又は負債に関する第三者からの

独立した評価等を受領していません。一方で、SMBC日興証券は、合併比率の分析

の実施に当たり参照可能な両投資法人及び他投資法人の財務情報、市場データ及

びアナリスト・レポート等の一般に公開されている情報、並びに財務、経済及び

市場に関する指標等を用いています。SMBC日興証券は、両投資法人の合併比率の

算定に重大な影響を与える可能性のある未開示の情報は存在しないことを前提と

しております。また、SMBC日興証券が実施した合併比率の分析は、その分析に当

たりSMBC日興証券が使用した各種情報及び資料が正確かつ完全であること及び当

該情報・資料に含まれる両投資法人の将来の事業計画や財務予測が両投資法人の

現時点における最善の予測と判断に基づき合理的に作成されていることを前提と

して、当該情報及び資料の正確性、妥当性及び実現可能性等につきSMBC日興証券

による独自の調査・検証等を行うことなく作成されております。 

（注2） 野村證券は、合併比率の算定に際して、両投資法人から提供を受けた情報及び一



 

 

般に公開された情報等を原則として採用し、採用したそれらの資料及び情報等が、

全て正確かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性及

び完全性の検証は行っていません。また、両投資法人の資産又は負債（簿外資産

及び負債、その他偶発債務を含みます。）については、独自に評価、鑑定又は査

定を行っておらず、第三者機関への評価、鑑定又は査定の依頼も行っておりませ

ん。加えて、両投資法人から提出された財務予測（利益計画及びその他の情報を

含みます。）については両投資法人の経営陣により、当該情報提供時点で得られ

る最善の予測と判断に基づき、合理的に作成されたことを前提としています。 

 

(c) 算定の経緯 

 

両投資法人は、それぞれ両投資法人の財務実績や資産・負債の状況、今後の事業の見通

し、本合併によるメリット、両投資法人の財務アドバイザーがそれぞれ行った財務分析の

結果等の要因を総合的に勘案し、協議・交渉を慎重に重ねた結果、上記合併比率が妥当で

あると判断しました。 

 

(d) 算定機関との関係 

 

SMBC 日興証券及び野村證券は、いずれも、両投資法人の投資法人の計算に関する規則

（平成 18年内閣府令第 47号、その後の改正を含みます。）（以下「投資法人計算規則」と

いいます。）第 67条第 4項に定める関連当事者に該当せず、本合併に関して記載すべき重

要な利害関係を有しません。 

 

(e) 公正性を担保するための措置 

 

① 合併の是非及び合併比率の検討過程における公正性担保措置 

 

両投資法人は、本合併の検討過程において、それぞれ執行役員 1名及び投信法上資産運

用会社からの独立性が担保されている監督役員 2 名により構成される各投資法人の役員

会に対して、検討状況を適時に報告するとともに、重要な検討事項については各投資法人

の役員会での審議・承認を経ております。 

また、本投資法人はアンダーソン・毛利・友常法律事務所を、JSLは森・濱田松本法律

事務所を、それぞれ本合併のためのリーガル・アドバイザーとして選任し、それぞれ本合

併の手続及び意思決定の方法・過程等について助言を受けております。 

 

② 合併比率の算定における公正性担保措置 

 

上記(b)～(d)に記載のとおり、本投資法人は、本合併の公正性を担保するため、本投資

法人の投資主のために独立した第三者算定機関である SMBC 日興証券を選定のうえ算定結

果の報告を受けるとともに、SMBC 日興証券からは合併比率に関して、財務的見地から分

析を行った合併比率算定書を取得しております。 

このことから、本投資法人の役員会は、本合併に関する公正性を担保するための措置を

十分に講じているものと判断しています。 

一方、JSL は、本合併の公正性を担保するため、JSL の投資主のために独立した第三者

算定機関である野村證券から、本合併の合併比率に関して、一定の前提条件のもとで、財

務的見地から分析を行った合併比率算定書を取得しております。 

このことから、JSLの役員会は、本合併に関する公正性を担保するための措置を十分に

講じているものと判断しています。 

なお、両投資法人は、各財務アドバイザーから合併比率が各投資法人の投資主にとって



 

 

財務的見地より妥当である旨の意見書（いわゆるフェアネス・オピニオン）を取得してい

るものではありません。 

 

b. 吸収合併存続法人の出資総額に関する事項についての定めの相当性に関する事項 

 

本合併に際して増加すべき本投資法人の出資総額及び出資剰余金の額は、以下のとおりと

します。ただし、両投資法人は、効力発生日の前日における両投資法人の財産状態を考慮し

て協議し合意の上、これを変更することができます。 

 

(a) 出資総額：0円 

 

(b) 出資剰余金：投資法人計算規則第22条第1項に定める投資主資本等変動額から上記

(a)に定める額を減じて得た額 

 

3. 吸収合併消滅法人に関する事項（投信法施行規則第194条第2号） 

 

a. 最終営業期間に係る計算書類、資産運用報告及び金銭の分配に係る計算書の内容（投信法

施行規則第194条第2号イ） 

 

別紙2をご参照下さい。 

 

b. 最終営業期間の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の投資法人の財産の

状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容 

 

(a) スポンサー・サポートの承継及び一部変更について 

両投資法人並びに本投資法人の資産運用会社であるケネディクス不動産投資顧問株式会

社（以下「KFM」といいます。）及びJSLの資産運用会社であるジャパン・シニアリビング・

パートナーズ株式会社（以下「JSLP」といいます。）は、平成29年11月10日、地位承継に関

する合意書（以下「本地位承継合意書」といいます。）を株式会社新生銀行、株式会社長谷

工コーポレーション、株式会社LIXILグループ、三菱UFJ信託銀行株式会社（以下、個別に又

は総称して「ヘルスケア施設サポート会社」といいます。）それぞれとの間で締結いたしま

した。本地位承継合意書により、JSL、JSLP及びヘルスケア施設サポート会社それぞれとの

間で締結しているスポンサー・サポート契約上のJSL及びJSLPの地位は、本合併の効力発生

を条件として、本合併の効力発生日付でそれぞれ本投資法人及びKFMに承継される予定です

（なお、ヘルスケア施設サポート会社からのサポート体制については、一部変更される予定

です。）。 

また、本投資法人及びKFMが、平成29年11月10日、ケネディクス株式会社（以下「ケネデ

ィクス」といいます。）との間で締結している不動産情報提供等に関する覚書（スポンサー・

サポート契約）について、本合併の効力発生を条件として、本合併の効力発生日付でその一

部を変更する内容の変更覚書を締結したことに伴い、JSL及びJSLPは、平成29年11月10日、

ケネディクスとの間で締結しているスポンサー・サポート契約について、本合併の効力発生

を条件として、本合併の効力発生日付で解約する旨の解約合意書を締結いたしました。 

 

(b) 資産運用会社の株主の変更について 

ケネディクスは、平成29年11月10日、株式会社新生銀行、株式会社長谷工コーポレーショ

ン、株式会社LIXILグループ、三菱UFJ信託銀行株式会社及び損害保険ジャパン日本興亜株式

会社（以下、個別に又は総称して「売主」といいます。）との間で、それぞれ株式の譲渡に

関する契約書（但し、三菱UFJ信託銀行株式会社との間では、法的拘束力のない基本合意書）

を締結しており、これにより本合併の効力発生後において、売主からJSLPの発行済株式の全



 

 

て（ケネディクスが既に所有している株式を除きます。）を譲り受ける予定です。 

 

 

4． 吸収合併存続法人に関する事項 

 

a. 吸収合併存続法人において最終営業期間の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担

その他の投資法人の財産の状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容（投

信法施行規則第194条第3号イ） 

 

(a) スポンサー・サポートの一部変更について 

上記 3.b.に記載のとおり、本投資法人及び KFMは、平成 29 年 11月 10日、ケネディク

スとの間で締結している不動産情報提供等に関する覚書（スポンサー・サポート契約）に

ついて、本合併の効力発生を条件として、本合併の効力発生日付でその一部を変更する内

容の変更覚書を締結いたしました。 

 

(b) 資産の取得について 

本投資法人は、平成 29 年 8 月 1 日及び平成 29 年 8 月 22 日付で、以下の不動産信託受

益権を取得いたしました。 

取得日 
物件

番号 
物件名称 所在地 取得先 

取得価格

（百万円） 

（注 1） 

平成 29年 

8 月 1 日 
R-43 

ＫＤＸレジデンス西新

（注 3） 
福岡県福岡市 

非開示 

（注 2） 
1,600 

平成 29年 

8 月 22日 
T-78 

ＫＤＸレジデンス豊洲

（注 3） 
東京都江東区 

株式会社グローバル・ 

リンク・マネジメント 
7,500 

(注 1) 「取得価格」には、取得資産に係る各信託受益権売買契約に記載された各不動産信託受

益権の売買価格（取得経費、固定資産税・都市計画税の精算額、消費税及び地方消費税

等を含みません。）の百万円未満を切り捨てて記載しております。 

(注 2) 取得先の同意を得られていないため、非開示としております。 

(注 3) 平成 29年 7 月 31日時点の鑑定評価額は、以下のとおりです。 

R-43 ＫＤＸレジデンス西新  1,670百万円 

T-78 ＫＤＸレジデンス豊洲  7,620百万円 

 

また、平成 29年 8月 30日付で、住宅 3 物件を運用資産に組み入れた合同会社トロピッ

ク・ツーの劣後匿名組合出資持分（取得価格：130百万円）を取得いたしました。 

 

(c) 資金の借入れについて 

本投資法人は、特定資産の取得資金等に充当することを目的として、平成 29 年 8 月 1

日に合計 1,630 百万円（シリーズ 22）及び平成 29 年 8 月 22 日に合計 7,700 百万円（シ

リーズ 24）の借入れを実施いたしました。 

また、既存借入れの返済資金（シリーズ 3-D）に充当することを目的として、平成 29

年 8月 31日に合計 11,000百万円（シリーズ 25）の借入れを実施いたしました。 

 

5. 吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続法人の債務の履行の見込みに関する事

項（投信法施行規則第194条第4号） 

 

両投資法人の最終の貸借対照表における資産の額、負債の額、及び純資産の額はそれぞれ下

表のとおりであり、本合併が効力を生ずる日までに資産及び負債の額に重大な変動は生じない

見込みです。 



 

 

 

 資産の額 負債の額 純資産の額 

本投資法人 

（平成29年7月31日現

在） 

167,316百万円 84,757百万円 82,559百万円 

JSL 

（平成29年8月31日現

在） 

35,333百万円 19,494百万円 15,838百万円 

 

また、本合併後の本投資法人の収益状況について、本合併後の本投資法人の負担すべき債務

の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されていません。 

以上より、本合併が効力を生ずる日以後における本投資法人の債務については、履行の見込

みがあると判断しております。 

 

本書面備置開始日後、上記の事項に変更が生じたときは、変更後の当該事項を記載した書面

を速やかに備え置くことといたします。 

以上 

 



 

 

別紙 1 

 

本合併契約 

（次貢以降に添付） 







































 

 

別紙 2 

 

JSL の最終営業期間（平成 29 年 3 月１日～平成 29 年 8 月 31 日）に係る計算書類、資産運用報告及び金銭の

分配に係る計算書（投信法施行規則第 194 条第 2 号イ） 

（次貢以降に添付） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．資 産 運 用 報 告 

 

Ⅱ．貸 借 対 照 表 

 

Ⅲ．損 益 計 算 書 

 

Ⅳ．投 資 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 

Ⅴ．注 記 表 

 

Ⅵ．金 銭 の 分 配 に 係 る 計 算 書 

 

Ⅶ．キャッシュ・フロー計算書（参考情報） 



 

 

Ⅰ．資産運用報告 

資産運用の概況 

１ 投資法人の運用状況等の推移 

期別 単位 

第１期 

自 平成27年５月12日 

至 平成28年２月29日 

第２期 

自 平成28年３月１日 

至 平成28年８月31日 

第３期 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

第４期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

営業収益 百万円 1,152 980 988 989 

（うち賃貸事業収入） 百万円 1,152 974 974 975 

営業費用 百万円 650 604 614 614 

（うち賃貸事業費用） 百万円 465 427 440 438 

営業利益 百万円 502 375 374 374 

経常利益 百万円 214 303 303 307 

当期純利益 百万円 212 302 301 306 

総資産額 百万円 35,283 35,398 35,491 35,333 

（対前期比） ％ - 0.3 0.3 △0.4 

純資産額 百万円 15,744 15,834 15,833 15,838 

（対前期比） ％ - 0.6 △0.0 0.0 

有利子負債額 百万円 15,000 15,000 15,000 15,000 

（対前期比） ％ - - - - 

出資総額 百万円 15,531 15,531 15,531 15,531 

（対前期比） ％ - - - - 

発行済投資口の総口数 口 84,750 84,750 84,750 84,750 

１口当たり純資産額 円 185,774 186,838 186,826 186,885 

分配金総額 百万円 212 302 301 306 

１口当たり分配金 円 2,509 3,573 3,561 3,620 

（うち１口当たり利益分配金） 円 2,509 3,573 3,561 3,620 

（うち１口当たり利益超過分配金） 円 - - - - 

配当性向 （注３） ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 

総資産経常利益率 （注３） 

（年換算値） （注４） 
％ 

0.6 

（1.0） 

0.9 

（1.7） 

0.9 

（1.7） 

0.9 

（1.7） 

自己資本利益率 （注３） 

（年換算値） （注４） 
％ 

1.4 

（2.3） 

1.9 

（3.8） 

1.9 

（3.8） 

1.9 

（3.8） 

自己資本比率 （注３） 

（対前期増減） 
％ 

44.6 

（-） 

44.7 

（0.1） 

44.6 

（△0.1） 

44.8 

（0.2） 

総資産有利子負債比率 （注３） 

（対前期増減） 
％ 

42.5 

（-） 

42.4 

（△0.1） 

42.3 

（△0.1） 

42.5 

（0.2） 

[その他参考情報]    

投資物件数 件 14 14 14 14 

テナント数 （注５） 件 17 17 17 17 

運用日数 （注４） 日 216 184 181 184 

総賃貸可能面積 ㎡ 104,733.95 104,733.95 104,714.31 104,714.31 

期末稼働率 （注３） ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 

減価償却費 百万円 405 303 304 305 

資本的支出額 百万円 5 2 82 25 

賃貸NOI（Net Operating Income） 

（注３） 
百万円 1,092 850 839 843 

FFO（Funds from Operation） 

（注３） 
百万円 617 606 606 612 



 

 

１口当たりFFO （注３） 円 7,291 7,156 7,157 7,229 

（注１）本投資法人の営業期間は、毎年３月１日から８月末日まで及び９月１日から翌年２月末日までの各６ヶ月間ですが、第１期営業期間は

本投資法人設立の日（平成27年５月12日）から平成28年２月29日までです。 

（注２）特に記載のない限り、記載未満の数値は切り捨てて、比率は小数第２位を四捨五入して記載しています。 

（注３）記載した指標は以下の方法により算定しています。 

配当性向 

１口当たり分配金÷１口当たり当期純利益×100 

ただし、第１期は、期中に新投資口の発行を行ったことにより、期中の投資口

数に変動が生じているため、次の算式により算出しています。 

分配金総額（利益超過分配金は含みません。）÷当期純利益×100 

総資産経常利益率 

経常利益÷{（期首総資産額＋期末総資産額）÷２}×100 

なお、第１期の期首総資産額は、本投資法人の実質的な資産運用期間の開始日

（平成27年７月29日）時点の総資産額を使用しています。 

自己資本利益率 

当期純利益÷{（期首純資産額＋期末純資産額）÷２}×100 

なお、第１期の期首純資産額は、本投資法人の実質的な資産運用期間の開始日

（平成27年７月29日）時点の純資産額を使用しています。 

自己資本比率 期末純資産額÷期末総資産額×100 

総資産有利子負債比率 期末有利子負債額÷期末総資産額×100 

期末稼働率 期末賃貸面積÷期末賃貸可能面積×100 

賃貸NOI（Net Operating Income） 賃貸事業収入－賃貸事業費用＋減価償却費 

FFO（Funds from Operation） 当期純利益＋減価償却費 

１口当たりFFO （当期純利益＋減価償却費）÷発行済投資口の総口数 

（注４）本投資法人の第１期営業期間は平成27年５月12日から平成28年２月29日までの294日間ですが、実質的な資産運用期間は、平成27年７月

29日から平成28年２月29日までの216日間です。第１期営業期間の年換算値は実質的な資産運用日数である216日に基づいて算出してい

ます。 

（注５）各期末現在有効な各保有資産に係る各賃貸借契約に表示された各物件の賃貸借契約上のテナント数の合計を記載しています。なお「テ

ナント」とは、本投資法人又は信託受託者との間で賃貸借契約を締結している相手方をいいます。以下同じです。



 

 

２ 当期の資産の運用の経過 

(1) 投資法人の主な推移 

 ジャパン・シニアリビング投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、投資信託及び投資法人に関する法律

（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。）（以下「投信法」といいます。）に基づき、ジャパン・シニアリ

ビング・パートナーズ株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）を設立企画人として、平成27年５月12日に

出資金200百万円（1,000口）で設立され、平成27年５月29日に投信法第187条に基づく関東財務局への登録が完了し

ました（登録番号関東財務局長第102号）。その後、本投資法人は、平成27年７月28日を払込期日として公募による新

投資口の発行（83,750口）を実施し、平成27年７月29日に株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といい

ます。）不動産投資信託証券市場に上場しました（銘柄コード3460）。これらにより、当期末（平成29年８月31日をい

います。以下同じです。）現在での発行済投資口の総口数は84,750口となっています。 

 本投資法人は、資本市場とヘルスケア業界をつなぐ担い手として、幅広くヘルスケア業界の成長を支援し、本投資

法人のステークホルダーである利用者、オペレーター（注１）、投資主の満足度の最大化を追求することにより、社

会に貢献することを理念としています。また、シニアリビング施設を中心とするヘルスケア関連施設（注２）に対し

て、投資、融資及びオペレーションをはじめとする各種サービスを提供してきた実績が豊富なケネディクス株式会社、

株式会社新生銀行、株式会社長谷工コーポレーション、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、株式会社LIXILグループ及び

損害保険ジャパン日本興亜株式会社の親会社であるＳＯＭＰＯホールディングス株式会社（以下、総称して又は個別

に「スポンサー会社」といいます。）をスポンサーとする本資産運用会社にその資産運用を委託し、社会的インフラ

となるヘルスケア関連施設に特化したポートフォリオを構築し、安定的な運用を行うことにより、投資主価値の最大

化を図ります。 

（注１）「オペレーター」とは、ヘルスケア関連施設を運営する運営事業者をいいます。以下同じです。 

（注２）「ヘルスケア関連施設」とは、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅等を含む「シニアリビング施設」、並びに、病院、診

療所、医療モール及び介護老人保健施設を含む「メディカル施設」を総称していいます。以下同じです。 

 

(2) 投資環境と運用実績 

① 投資環境 

 厚生労働省の「平成27年度 介護保険事業状況報告（年報）」によると、要支援・要介護の認定者は、平成27年

度末時点で前年度より14万人増えて620万人となっています。このように要介護認定者数は年々増加の一途をたど

っており、シニアリビング施設に対する需要は引き続き拡大傾向にあると本投資法人は考えています。こうしたシ

ニアリビング施設に対する需要の拡大傾向に呼応するように、低・中価格帯を中心として全国的にシニアリビング

施設の供給が増えていますが、特に大都市圏では、高価格帯のシニアリビング施設の整備も一段と進んでいます。 

 また、ヘルスケア関連施設の売買市場については、引き続き上場不動産投資法人（J-REIT）、一般事業会社及び

プライベートファンド等による物件取得の動きが見られ、市場参加者の裾野は着実に広がり、大都市圏においても

投資適格性の高いシニアリビング施設が増加してきたことから、取引量についても増加の傾向にあると考えていま

す。メディカル施設においても、介護老人保健施設について、特別養護老人ホーム、有料老人ホームに次ぐ市場規

模を誇るとされることから、今後取引の増加が見込まれる施設類型であると本投資法人は考えています。 

 

② 運用実績 

 当期においては、新たな施設の取得・譲渡は行っておらず、当期末現在の保有施設数は14物件、居室数は1,642

室、総賃貸可能面積は104,714.31㎡、全物件において稼働率は100.0％となっています。 

 また、既存物件の運用にあたっては、当期はオペレーターとの良好なリレーションを通じて、バリューアップ工

事の実施に基づく賃料増額及び賃貸借契約期間延長の交渉、投資優待制度の拡充等に取り組みました。 

 当期においては、主要な運用資産であるアクティバ琵琶（物件番号S-6）につき、オペレーターである株式会社

ユニマット リタイアメント・コミュニティ（以下「旧オペレーター」といいます。）からのオペレーターの地位

承継（以下「本件承継」といいます。）に関する申入れを以下のとおり承諾し、平成29年４月１日付でアクティバ

株式会社（以下「新オペレーター」といいます。）がアクティバ琵琶のオペレーターの地位を承継しています。 

 なお、新オペレーターは、旧オペレーターの100％出資により平成28年12月に設立された会社で、平成29年４月

１日付でその発行済株式の全てがリゾートトラスト株式会社に譲渡され、リゾートトラスト株式会社の100％子会

社となっています。



 

 

 
・ 承諾の理由 

  （ア）新オペレーターが本投資法人の投資基準に合致することが確認でき、かつ、（イ）新オペレーターが現行

賃貸借契約の諸条件を変更することなく承継し、（ウ）その親会社となるリゾートトラスト株式会社が当該賃貸借

契約上の債務を連帯保証する等、本件承諾に当たっての諸条件について合意に至ったためです。 

 なお、本投資法人は、新オペレーターによる（a）現在の事業運営の維持、（b）新オペレーターが親会社グルー

プの経営資源を活かして行う入居者への充実したサービスの提供並びに（c）入居率の維持向上によって、本投資

法人の安定的な収益への寄与が期待されることから、本件承継を承諾することが投資主価値の最大化に資するもの

であり、妥当であると考えています。 

 

・ 本件承継後の賃貸借の概要 

 

オペレーター 

（エンドテナント）の名称 
アクティバ株式会社 

賃貸面積 39,649.84㎡（本物件の賃貸可能面積に占める割合：100％） 

本投資法人の総賃貸可能面積に占める割合 37.9％ 

賃料、敷金・保証金、契約期間等 従前どおり 

保証 リゾートトラスト株式会社による連帯保証 

 

(3) 資金調達の概要 

 本投資法人は、安定的かつ健全な財務基盤を構築することを基本方針とし、中長期的な収益の維持・向上を目的と

する機動性と財務の安定性のバランスに配慮した資金調達を行います。 

 当期においては、返済期日が到来した借入金1,000百万円の返済資金に充当するため同額の借入れを行いました。

当期末現在の本投資法人の出資総額は15,531百万円、発行済投資口の総口数は84,750口、有利子負債総額は15,000

百万円となっています。 

 

(4) 業績及び分配の概要 

 上記運用の結果、当期の業績は営業収益989百万円、営業利益374百万円、経常利益307百万円、当期純利益306百万

円となりました。分配金については、本投資法人の規約に定める分配の方針に基づき、投資法人の税制の特例（租税

特別措置法（昭和32年法律第26号。その後の改正を含みます。以下「租税特別措置法」といいます。））第67条の15

を適用し、当期未処分利益のうち発行済投資口の総口数84,750口の整数倍の最大値の306,795,000円を分配すること

としました。この結果、投資口１口当たりの分配金は3,620円となりました。 

 



 

 

３ 増資等の状況 

本投資法人の設立以降平成29年８月31日までの発行済投資口の総口数及び出資総額の増減は、以下のとおりです。 

年月日 摘要 

発行済投資口の総口数 

（口） 
出資総額（百万円） 

備考 

増減 残高 増減 残高 

平成27年５月12日 私募設立 1,000 1,000 200 200 （注１） 

平成27年７月28日 公募増資 83,750 84,750 15,331 15,531 （注２） 

（注１）１口当たり発行価格200,000円にて本投資法人を設立しました。 

（注２）１口当たり発行価格190,000円(発行価額183,065円)にて特定資産の取得資金の調達を目的として、公募により新投資口を発行しました。 

 

【投資証券の取引所価格の推移】 

 本投資法人の投資証券が上場する東京証券取引所不動産投資信託証券市場における期別の最高・最低価格（終値）は以

下のとおりです。 

期別 

第１期 

自 平成27年５月12日 

至 平成28年２月29日 

第２期 

自 平成28年３月１日 

至 平成28年８月31日 

第３期 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

第４期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

最高（円） 182,100 166,400 152,200 148,600 

 最低（円） 127,900 139,900 139,100 131,600 

（注）本投資法人の投資証券が東京証券取引所不動産投資信託証券市場に上場されたのは平成27年７月29日です。 

 

４ 分配金等の実績 

当期の分配金は、税制の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用により、利益分配金の最大額が損金算入されること

を企図して、投資口１口当たりの分配金が１円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、こ

の結果、投資口１口当たりの分配金は3,620円となりました。 

期別 

第１期 

自平成27年５月12日 

至平成28年２月29日 

第２期 

自平成28年３月１日 

至平成28年８月31日 

第３期 

自平成28年９月１日 

至平成29年２月28日 

第４期 

自平成29年３月１日 

至平成29年８月31日 

当期未処分利益総額 （千円） 212,691 302,846 301,819 306,824 

利益留保額 （千円） 53 35 24 29 

金銭の分配金総額 （千円） 212,637 302,811 301,794 306,795 

（１口当たり分配金） （円） (2,509) (3,573) (3,561) (3,620) 

うち利益分配金総額 （千円） 212,637 302,811 301,794 306,795 

（１口当たり利益分配金） （円） (2,509) (3,573) (3,561) (3,620) 

うち出資払戻総額 （千円） - - - - 

（１口当たり出資払戻額） （円） (-) (-) (-) (-) 

出資払戻総額のうち一時差異等調整引当

額からの分配金総額 
（千円） - - - - 

（１口当たり出資払戻額のうち１口当た

り一時差異等調整引当額分配金） 
（円） (-) (-) (-) (-) 

出資払戻総額のうち税法上の出資等減少

分配からの分配金総額 
（千円） - - - - 

（１口当たり出資払戻額のうち税法上の

出資等減少分配からの分配金） 
（円） (-) (-) (-) (-) 

 



 

 

５ 今後の運用方針及び対処すべき課題 

(1) 投資環境 

 国立社会保障・人口問題研究所の「『日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）』（2014年４月推計）」によると、

本投資法人が投資対象の中心としている三大都市圏（注１）における世帯主の年齢が65歳以上の世帯（以下「65歳以

上世帯」といいます。）の数は、平成22年には8,212千世帯でしたが、平成47年には10,876千世帯へと32.4％増加する

ものと予想されています。一方、三大都市圏以外の地域における65歳以上世帯は同期間で16.9％増加するものと予想

されており、三大都市圏の増加率が全国平均を上回ることが見て取れます。そのうち、三大都市圏における単身高齢

者については、平成22年には2,626千世帯でしたが、平成47年には4,261千世帯と62.3％の増加が見込まれるなど、今

後単身高齢者が増加するものと予想されています。 

 一方、有料老人ホームの定員数は、厚生労働省の「平成27年社会福祉施設等調査の概況」によると、平成27年10

月時点において424,828人と、毎年増加を続けています。また、サービス付き高齢者向け住宅の居室数は、一般社団

法人すまいづくりまちづくりセンター連合会のサービス付き高齢者向け住宅情報提供システム公表の「サービス付き

高齢者向け住宅の登録状況（平成29年８月末時点）」によると、平成29年８月末時点において220,611戸と、同じく増

加の一途をたどっています。今後は、居室面積に余裕のある自立高齢者向けの中価格帯の住宅も含めて、サービス付

き高齢者向け住宅の供給が進むものと本投資法人は考えています。 

  メディカル施設においては、近年、診療報酬改定等では医療費の抑制傾向が続いている一方で、病院不動産は築30

年から50年程度を経過したものが多く、平成26年９月１日時点での耐震化率も67.0％の水準にとどまっています。こ

のことから、資金調達手段の多様化や所有から賃貸への転換意向を示す医療法人等のオペレーターによる、設備資金

確保のための、いわゆるセール・アンド・リースバック取引や病院の建替えにおいてヘルスケアリートの活用機会が

生じてくるものと本投資法人は考えています。 

（注１）本投資法人は、三大都市圏及び中核都市圏を中心に投資を行います。「三大都市圏」及び「中核都市圏」については、後記「投資法

人の運用資産の状況 １ 不動産投資法人の資産の構成」をご参照ください。 

 

(2) 今後の運用方針及び対処すべき課題 

 上記投資環境認識のもと、本投資法人は、健康長寿社会の実現に寄与し、社会貢献を果たすとともに、安定した収

益の確保と運用資産の着実な成長を目指し、以下の方針に基づき資産運用を行います。 

 

① 既存物件の管理運用方針 

 本投資法人は、オペレーターからの対象施設や企業情報についての情報開示、保有施設への訪問による運営状況

の実査、施設長への運営状況に関するヒアリング、オペレーターの経営層との面談等によりオペレーター及びオペ

レーションについての継続的なモニタリングを実施し、これによって、保有施設の(i)建物及び設備の保守管理状

況、(ⅱ)対象施設の運営状況、収支状況及びサービス品質、(ⅲ)オペレーターの財務状況を含む信用状況及び経営

課題等を確認しています。 

 また、ORE戦略の一環として、オペレーターからの要望に基づくバリューアップ工事の実施により、運営上の課

題解決を図ることでオペレーターの成長を支援しながら、一方で、現行賃料の増額や賃貸借契約期間の延長等、本

投資法人の内部成長へと繋がる運用を進めております。なお、「ORE戦略」とは、ヘルスケア関連施設のオペレータ

ーの持続的成長を実現するために、その運営する不動産(Operator Real Estate)の最有効活用及び新規施設の開業

等の不動産の運用に関するソリューションの提供を行う戦略をいいます。以下同じです。 

 

② 新規物件の取得戦略 

 本投資法人は、ヘルスケア関連施設への投資における特徴的な投資判断の要素として、(i)不動産（立地、建物・

設備のスペック、ビジネスモデルとの適合性、汎用性）、(ⅱ)オペレーター（経営理念、業歴・業容、財務信用力）、

(ⅲ)オペレーション（事業収益性（賃料負担力）、サービスの品質、マーケット環境）の３点が重要であると考え

ています。また、具体的な取得戦略については、以下に記載のとおり、オペレーターとのパートナーシップ等に基

づく成長戦略を活用するほか、国の政策や社会のニーズと歩調を合わせた物件取得戦略及び実績豊富な６社のスポ

ンサー会社との協働による強固なマルチパイプラインを通じて、安定的な外部成長の実現を目指します。 

 

ⅰ.オペレーターとのパートナーシップ等に基づく成長戦略 

 本投資法人は、成長を希求するオペレーターを本資産運用会社が有する目利き力を活かして選定します。こ

れらのオペレーターのビジネスパートナーとして共に成長することを目的として、本投資法人が有するヘルス

ケア関連施設の保有・維持管理機能に加え、本資産運用会社が有するヘルスケア業界に関する知見及びノウハ

ウを活用したORE戦略を今後も継続して実践していきます。本投資法人は、このORE戦略を継続して実践するこ

とで、有力な新規オペレーターの開拓や既存オペレーターとの関係強化を図り、物件の新規開発やいわゆるセ



 

 

ール・アンド・リースバック取引による取引拡大を目指します。 

 

ⅱ.国の政策や社会のニーズと歩調を合わせた物件取得戦略 

 本投資法人は、健康長寿社会の実現や、日本版CCRC（注）、地方創生、地域交流・多世代交流、団地再生、コ

ンパクトシティなどの社会的ニーズに対応した投資を積極的に検討していく方針です。また、本投資法人は、

メディカル施設業界には、資金調達手段の多様化や、所有から賃貸への転換意向を示すオペレーターが数多く

存在すると考えています。更に「病院不動産を対象とするリートに係るガイドライン」の策定に伴い、本投資

法人はメディカル施設に関する市場についても今後中長期的な成長が期待されるマーケットであると考えてお

り、病院、診療所及び介護老人保健施設も投資対象として積極的に検討していく方針です。 

 一方で、社会的インフラと位置付けられるシニアリビング施設やメディカル施設の安定的な供給のためには、

オペレーターの介護・看護職員の確保や、高止まりしている土地・建設コスト等の社会的課題に対する国家的

な対応が不可欠と本投資法人は考えています。 

（注）「CCRC」とは、「Continuing Care Retirement Community」の略語で、健康長寿社会を実現していくために健康型及び介護型の

施設が、一つの地域に集積し、高齢者が健康状態に応じた継続的なケア環境の下で、自立した社会生活を送ることができるよ

うなコミュニティ型施設をいいます。 

 

ⅲ.スポンサー会社による多様なサポート 

 本投資法人が資産運用を委託している本資産運用会社の株主又は株主の親会社は、シニアリビング施設を中

心とするヘルスケア関連施設に対して、投資、融資及びオペレーションをはじめとする各種サービスを提供し

てきた実績が豊富なスポンサー各社であり、本投資法人はスポンサー会社との間でそれぞれ多様な特性及び強

みを活かしたスポンサー・サポート契約を締結しています。 

 ケネディクス株式会社は、本投資法人を含め６つの上場投資法人のスポンサーを務めており、豊富な不動産

投資・運用・開発実績を活かし、本投資法人をサポートします。 

 株式会社新生銀行は、ヘルスケア・ファイナンスを重点業務と位置付け、先端的な取組みを行ってきた豊富

な実績を活かし、運用資産の着実な成長を支える強固な財務基盤の構築に向けて、ファイナンスとリスク分析

の両側面から、本投資法人をサポートします。 

 株式会社長谷工コーポレーション、株式会社LIXILグループ及びＳＯＭＰＯホールディングス株式会社は、そ

れらの関係会社でシニアリビング施設の運営を行っており、オペレーターの変更が必要となった場合、バック

アップオペレーターとして本投資法人をサポートします。また、各社が運営・保有するシニアリビング施設を

売却する場合、本投資法人はその取得についてスポンサー・サポート契約に基づく優先交渉権等を活用します。 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社は、信託関連業務、ファイナンス及び情報提供で本投資法人を多面的にサポー

トします。 

 上記に加え、ケネディクス株式会社及び株式会社長谷工コーポレーションは、オペレーターと一体となり、

シニアリビング施設の新規開設や病院の建替え等の開発を手掛けることにより、本投資法人の外部成長をサポ

ートします。 

 これらのスポンサー会社との協働により、外部成長のための強固なマルチパイプラインを構築し、安定的な

物件取得機会の確保を目指します。 

 

③ 財務方針 

 本投資法人は、中長期的な収益の維持・向上を目的とし、安定的かつ健全な財務基盤を構築することを基本方針

とし、かかる基本方針を実現するために、以下に掲げる方針に従い、資金の調達及び運用を行います。 

 

ⅰ.資金調達（エクイティ・ファイナンス） 

 新投資口の発行は、運用資産の規模と価値の成長を目的として、既存投資主の権利の希薄化及びそれに伴う

投資口の取引価格の低下等に配慮しつつ、新たに取得する不動産関連資産の取得時期、総資産に対する有利子

負債比率、金融環境及び経済市況等を総合的に勘案して機動的に行います。 

 

ⅱ.資金調達（デット・ファイナンス） 

 資金の借入れ及び投資法人債の発行に際しては、金利動向、マーケット水準、財務の機動性及び安定性並び

に借入先構成等のバランスを考慮しつつ諸条件を総合的に検討した上で、適切な資金調達を行います。 

 

ⅲ.資金運用 

 資金需要（投資対象資産の新規取得、保有資産の維持・向上に向けて必要となる修繕及び資本的支出、本投



 

 

資法人の運転資金、債務の返済並びに分配金の支払等）に対応するため、融資枠等の設定状況も勘案の上、妥

当と考えられる金額の現預金を常時保有します。 

 

６ 決算後に生じた重要な事実 

 

該当事項はありません。 



 

 

投資法人の概況 

１ 出資の状況 

期別 
第１期 

(平成28年２月29日) 

第２期 

(平成28年８月31日) 

第３期 

(平成29年２月28日) 

第４期 

(平成29年８月31日) 

発行可能投資口総口数 （口） 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 

発行済投資口の総口数 （口） 84,750 84,750 84,750 84,750 

出資総額 （百万円） 15,531 15,531 15,531 15,531 

投資主数 （人） 5,389 5,576 6,086 6,558 

 

２ 投資口に関する事項 

平成29年８月31日現在における主要な投資主は以下のとおりです。 

氏名又は名称 住所 

所有 

投資口数 

（口） 

発行済投資

口の総口数

に対する所

有投資口数

の割合（％） 

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ 

ＭＥＬＬＯＮ ＳＡ／ＮＶ １０ 

東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 

常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

決済事業部 

5,904 6.96 

資産管理サービス信託銀行株式会社 

（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 

晴海トリトンスクエア タワーＺ 
5,776 6.81 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,584 6.58 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 3,886 4.58 

ＢＮＰ ＰＡＲＩＢＡＳ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 

ＳＥＲＶＩＣＥＳ ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ 

／ＪＡＳＤＥＣ／ＨＥＮＤＥＲＳＯＮ ＨＨＦ 

ＳＩＣＡＶ 

東京都中央区日本橋３丁目11番１号 

常任代理人 香港上海銀行 東京支店 

カストディ業務部 

2,985 3.52 

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２番２号 2,542 2.99 

ケネディクス株式会社 東京都中央区日本橋兜町６番５号 1,950 2.30 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

（信託口９） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,399 1.65 

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ 

ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５００１ 

東京都港区港南２丁目15番１号 

品川インターシティＡ棟 常任代理人 

株式会社みずほ銀行 決済営業部 

1,359 1.60 

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ 

ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５２２４ 

東京都港区港南２丁目15番１号 

品川インターシティＡ棟 常任代理人 

株式会社みずほ銀行 決済営業部 

1,285 1.51 

合計  32,670 38.54 

（注）発行済投資口の総口数に対する所有投資口数の割合は、小数第３位を切り捨てて記載しています。 

 



 

 

３ 役員等に関する事項 

役職名 氏名又は名称 主な兼職等 

当該営業期間に 

おける役職毎の 

報酬の総額 

（千円） 

執行役員 奥田 かつ枝 

株式会社緒方不動産鑑定事務所 取締役 

公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会 

常務理事 

1,800 

監督役員 

岩尾 總一郎 

医療法人社団茅ヶ崎セントラルクリニック 

理事 

医療法人社団健育会 副理事長 

医療法人喬成会 理事 

医療法人常磐会 理事 

1,500 

小高 功嗣 

小高功嗣法律事務所 弁護士 

マネックスグループ株式会社 取締役 

LINE株式会社 取締役 

TradeStation Group, Inc. 取締役 

株式会社FiNC 取締役 

1,500 

会計監査人 有限責任監査法人トーマツ － 5,000 

（注）執行役員及び監督役員は、いずれも本投資法人の投資口を自己又は他人の名義で所有していません。また、監督役員は、上記記載以外の

法人の役員である場合がありますが、上記を含めていずれも本投資法人と利害関係はありません。 

 

会計監査人の解任及び不再任の決定の方針 

 会計監査人の解任については、投信法の定めに従い、また、不再任については、監査の品質、監査報酬等その他諸般

の事情を総合的に勘案して、本投資法人の役員会において検討します。 

 

４ 資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者 

平成29年８月31日現在における資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者は、以下のとおりです。 

委託区分 名称 

資産運用会社 ジャパン・シニアリビング・パートナーズ株式会社 

資産保管会社 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

一般事務受託者（投資主名簿等管理人） 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

一般事務受託者（機関の運営） 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

一般事務受託者（会計事務等） 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

 



 

 

投資法人の運用資産の状況 

１ 不動産投資法人の資産の構成 

資産の種類 用途 
地域 

（注１） 

第３期 

（平成29年２月28日） 

第４期 

（平成29年８月31日） 

保有総額 

（百万円） 

（注２） 

対総資産比率 

（％） 

（注３） 

保有総額 

（百万円） 

（注２） 

対総資産比率 

（％） 

（注３） 

信託不動産 

シニアリビ

ング施設 

有料老人ホーム 

三大都市圏及び

中核都市圏 
25,910 73.0 25,666 72.6 

上記以外の地域 1,701 4.8 1,684 4.8 

サービス付き高

齢者向け住宅 

三大都市圏及び

中核都市圏 
- - - - 

上記以外の地域 1,433 4.0 1,414 4.0 

その他 

三大都市圏及び

中核都市圏 
- - - - 

上記以外の地域 - - - - 

メディカル

施設 

病院、診療所、

医療モール、介

護老人保健施

設、その他 

三大都市圏及び

中核都市圏 
- - - - 

上記以外の地域 - - - - 

信託不動産合計 29,045 81.8 28,765 81.4 

匿名組合出資持分（注４） 204 0.6 208 0.6 

預金・その他の資産 6,241 17.6 6,359 18.0 

資産総額 35,491 100.0 35,333 100.0 

（注１）「三大都市圏」とは、東京圏、大阪圏及び名古屋圏をいい、うち「東京圏」とは、東京都、神奈川県、埼玉県及び千葉県をいい、「大阪圏」

とは、大阪府、京都府、兵庫県、奈良県及び滋賀県をいい、「名古屋圏」とは、愛知県、岐阜県及び三重県をいいます。「中核都市圏」と

は、三大都市圏以外の政令指定都市、中核市及び特例市をいい、うち「政令指定都市」とは、本書の日付現在、札幌市、仙台市、新潟市、

静岡市、浜松市、岡山市、広島市、福岡市、北九州市及び熊本市をいい、「中核市」とは、地方自治法（昭和22年法律第67号。その後の

改正を含みます。）（以下「地方自治法」といいます。）第252条の22第１項に定める政令による指定を受けた20万人以上の法定人口を有す

る市をいい、「特例市」（現：施行時特例市）とは、旧地方自治法第252条の26の３第１項に定める政令による特別指定を受けた20万人以

上の法定人口を有する市をいいます。以下同じです。 

（注２）「保有総額」は、各期末現在における貸借対照表計上額（信託不動産については、減価償却後の帳簿価額）によっており、百万円未満を

切り捨てて記載しています。 

（注３）「対総資産比率」とは、資産総額に対する各資産の保有総額の比率を表しており、小数第２位を四捨五入して記載しています。 

（注４）「匿名組合出資持分」は、合同会社ＫＳＬＦ８を営業者とする匿名組合出資持分です。



 

 

２ 主要な保有資産 

 平成29年８月31日現在、本投資法人が保有する主要な保有資産（期末帳簿価額上位10物件）の概要は以下のとおりです。 

物件 

番号 

(注１) 

不動産等の名称 
帳簿価額 

(百万円) 

賃貸可能 

面積 

(㎡) 

(注２) 

賃貸面積 

(㎡) 

(注３) 

稼働率 

（％） 

(注４) 

対総賃貸 

事業収入 

比率(％) 

(注５) 

主たる用途 

S-6 アクティバ琵琶 7,056 39,649.84 39,649.84 100.0 非開示 
シニアリビング

施設 

S-1 ジョイステージ八王子 3,834 13,812.27 13,812.27 100.0 非開示 
シニアリビング

施設 

S-2 ニチイホームたまプラーザ 2,499 8,208.65 8,208.65 100.0 非開示 
シニアリビング

施設 

S-10 天 2,405 6,473.60 6,473.60 100.0 非開示 
シニアリビング

施設 

S-7 
ＳＯＭＰＯケア ラヴィー

レ神戸垂水 
1,937 4,493.35 4,493.35 100.0 非開示 

シニアリビング

施設 

S-3 ニチイホーム中野南台 1,764 3,339.00 3,339.00 100.0 非開示 
シニアリビング

施設 

S-13 
アルファ恵庭駅 

西口再開発ビル 
1,684 5,343.33 5,343.33 100.0 非開示 

シニアリビング

施設 

S-14 グランヒルズおがわらこ 1,414 4,180.28 4,180.28 100.0 非開示 
シニアリビング

施設 

S-8 グランダ門戸厄神 1,261 3,287.80 3,287.80 100.0 非開示 
シニアリビング

施設 

S-4 ゆいま～る聖ヶ丘 1,203 4,385.53 4,385.53 100.0 非開示 
シニアリビング

施設 

合計 25,062 93,173.65 93,173.65 100.0 87.6  

（注１）「物件番号」は、本投資法人の保有資産について、シニアリビング施設(S)とメディカル施設(M)に分類し、分類毎に順に付した番号を記

載しています。なお、保有資産は全てシニアリビング施設です。以下同じです。 
（注２）「賃貸可能面積」は、各保有資産について、平成29年８月31日現在有効な賃貸借契約書に基づいて記載しています。以下同じです。 

（注３）「賃貸面積」は、平成29年８月31日現在実際に賃貸が行われている面積の合計を記載しています。以下同じです。 

（注４）「稼働率」は、平成29年８月31日現在有効な各保有資産に係る賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合を示しています。なお、合計

欄については、ポートフォリオ全体の稼働率（ポートフォリオ稼働率）を記載しており、全ての保有資産に係る総賃貸可能面積に対して

全ての保有資産に係る総賃貸面積が占める割合を記載しています。以下同じです。 

（注５）各物件の「対総賃貸事業収入比率」については、当該物件の賃貸事業収入を開示することについてテナントの承諾が得られていないため、

開示していません。 



 

 

３ 組入資産明細 

 平成29年８月31日現在、本投資法人が保有する資産の明細は以下のとおりです。 

（不動産等組入資産明細） 

用途 地域 
物件

番号 
不動産等の名称 所在地 所有形態 

賃貸可能 

面積 

(㎡) 

期末算定

価額 

(百万円)

（注） 

帳簿価額 

(百万円) 

シ 

ニ 

ア 

リ 

ビ 

ン 

グ 

施 

設 

三 

大 

都 

市 

圏 

及 

び 

中 

核 

都 

市 

圏 

S-1 
ジョイステージ 

八王子 

東京都八王子市横川町 

924番地２ 

不動産信

託受益権 
13,812.27 3,890 3,834 

S-2 
ニチイホーム 

たまプラーザ 

神奈川県川崎市宮前区 

犬蔵二丁目23番６号 

不動産信

託受益権 
8,208.65 2,810 2,499 

S-3 
ニチイホーム 

中野南台 

東京都中野区南台三丁目 

26番24号 

不動産信

託受益権 
3,339.00 2,020 1,764 

S-4 
ゆいま～る 

聖ヶ丘 

（A棟） 

東京都多摩市聖ヶ丘二丁目 

22番地４ 

（B棟） 

東京都多摩市聖ヶ丘二丁目 

20番地６ 

（C棟） 

東京都多摩市聖ヶ丘二丁目 

21番地２ 

不動産信

託受益権 
4,385.53 1,330 1,203 

S-5 
イリーゼ 

蒲田・悠生苑 

東京都大田区北糀谷二丁目 

15番21号 

不動産信

託受益権 
2,086.40 1,190 1,104 

S-6 アクティバ琵琶 

（ケアレジデンス棟） 

滋賀県大津市雄琴六丁目 

16番16号 

（ケアセンター棟） 

滋賀県大津市雄琴六丁目 

11番８号 

（レジデンス棟） 

滋賀県大津市雄琴六丁目 

17番17号 

不動産信

託受益権 
39,649.84 7,310 7,056 

S-7 

ＳＯＭＰＯケア 

ラヴィーレ 

神戸垂水 

兵庫県神戸市垂水区名谷町 

猿倉285番地 

不動産信

託受益権 
4,493.35 2,060 1,937 

S-8 
グランダ 

門戸厄神 

兵庫県西宮市林田町10番10

号 

不動産信

託受益権 
3,287.80 1,240 1,261 

S-9 
エクセレント 

西宮 

兵庫県西宮市すみれ台 

二丁目４番３号 

不動産信

託受益権 
2,685.48 932 754 

S-10 天 
北海道札幌市豊平区 

月寒中央通六丁目３番１号 

不動産信

託受益権 
6,473.60 2,600 2,405 

S-11 
イリーゼ 

西岡 

北海道札幌市豊平区 

西岡三条十三丁目７番10号 

不動産信

託受益権 
3,140.27 890 857 

S-12 
さわやか 

桜弐番館 

秋田県秋田市卸町一丁目 

10番３号 

不動産信

託受益権 
3,628.51 1,030 985 

の上 

地記 

域以 

 外 

S-13 
アルファ恵庭駅 

西口再開発ビル 

北海道恵庭市相生町２番地

１ 

不動産信

託受益権 
5,343.33 1,790 1,684 

S-14 
グランヒルズ 

おがわらこ 

青森県上北郡東北町 

大字大浦字立野57番地２ 

不動産信

託受益権 
4,180.28 1,430 1,414 

合計 104,714.31 30,522 28,765 

（注）「期末算定価額」は、本投資法人の規約及び投資法人の計算に関する規則（平成18年内閣府令第47号。その後の改正を含みます。）に基づき、

一般財団法人日本不動産研究所又は株式会社谷澤総合鑑定所の不動産鑑定士による、平成29年８月31日を価格時点とする鑑定評価額を記載



 

 

しています。



 

 

 本投資法人が保有する不動産等の賃貸状況は以下のとおりです。 

物件 

番号 
不動産等の名称 

第３期 

(平成28年９月１日～平成29年２月28日) 

第４期 

(平成29年３月１日～平成29年８月31日) 

テナント 

総数 

[期末時点] 

(件) 

(注１) 

稼働率 

[期末時点] 

(％) 

賃貸事業 

収入 

[期間中] 

(百万円) 

(注２) 

対総賃貸 

事業 

収入比率 

(％) 

(注２) 

テナント 

総数 

[期末時点] 

(件) 

(注１) 

稼働率 

[期末時点] 

(％) 

賃貸事業 

収入 

[期間中] 

(百万円) 

（注２) 

対総賃貸 

事業 

収入比率 

(％) 

(注２) 

S-1 
ジョイステージ 

八王子 
1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示 

S-2 
ニチイホーム 

たまプラーザ 
1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示 

S-3 
ニチイホーム 

中野南台 
1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示 

S-4 
ゆいま～る 

聖ヶ丘 
1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示 

S-5 
イリーゼ 

蒲田・悠生苑 
1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示 

S-6 アクティバ琵琶 1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示 

S-7 

ＳＯＭＰＯケア 

ラヴィーレ 

神戸垂水 

1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示 

S-8 
グランダ 

門戸厄神 
2 100.0 非開示 非開示 2 100.0 非開示 非開示 

S-9 
エクセレント 

西宮 
1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示 

S-10 天 1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示 

S-11 イリーゼ西岡 1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示 

S-12 
さわやか 

桜弐番館 
1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示 

S-13 
アルファ恵庭駅 

西口再開発ビル 
3 100.0 非開示 非開示 3 100.0 非開示 非開示 

S-14 
グランヒルズ 

おがわらこ 
1 100.0 非開示 非開示 1 100.0 非開示 非開示 

 合計 17 100.0 974 100.0 17 100.0 975 100.0 

（注１）「テナント総数[期末時点]」は、各期末現在有効な各保有資産に係る各賃貸借契約に表示された各物件の賃貸借契約上のテナント数の合

計を記載しています。 

（注２）各物件の「賃貸事業収入」及び「対総賃貸事業収入比率」については、当該物件の賃貸事業収入を開示することについてテナントの承諾

が得られていないため、開示していません。



 

 

 本投資法人が保有する不動産等の損益状況は以下のとおりです。 

（単位：千円） 

物件 

番号 

不動産等 

の名称 

当期（平成29年３月１日～平成29年８月31日) 

賃貸事業 

収入 

(注１) 

賃貸事業費用 
NOI 

(注２)  
公租 

公課 

管理 

委託費 
修繕費 

損害 

保険料 

減価 

償却費 
その他 

S-1 
ジョイステージ 

八王子 
非開示 49,738 8,365 996 2,760 317 36,849 450 105,206 

S-2 
ニチイホーム 

たまプラーザ 
非開示 41,311 5,589 600 3,419 209 30,752 740 73,111 

S-3 
ニチイホーム 

中野南台 
非開示 9,338 3,254 480 - 79 5,073 450 44,935 

S-4 
ゆいま～る 

聖ヶ丘 
非開示 14,702 3,912 384 280 97 9,577 450 29,924 

S-5 
イリーゼ蒲田・ 

悠生苑 
非開示 17,742 1,631 360 301 49 12,094 3,306 27,652 

S-6 アクティバ琵琶 非開示 126,113 26,530 3,167 6,454 781 86,450 2,730 217,076 

S-7 

ＳＯＭＰＯケア 

ラヴィーレ 

神戸垂水 

非開示 22,346 3,334 840 - 100 17,622 450 53,027 

S-8 
グランダ 

門戸厄神 
非開示 21,988 1,671 360 - 79 11,602 8,275 31,314 

S-9 エクセレント西宮 非開示 16,994 1,949 360 2,440 64 11,730 450 22,696 

S-10 天 非開示 35,228 6,215 840 1,248 182 26,292 450 82,863 

S-11 イリーゼ西岡 非開示 13,694 2,997 420 - 75 9,751 450 22,845 

S-12 
さわやか 

桜弐番館 
非開示 15,471 2,478 510 50 74 11,908 450 29,232 

S-13 
アルファ恵庭駅 

西口再開発ビル 
非開示 30,943 4,271 3,585 3,211 252 17,317 2,305 51,301 

S-14 
グランヒルズ 

おがわらこ 
非開示 22,771 2,372 660 328 92 18,868 450 51,897 

合計 975,576 438,386 74,575 13,562 20,491 2,455 305,893 21,407 843,084 

（注１）各物件の「賃貸事業収入」については開示することについてテナントの承諾が得られていないため、開示していません。 

（注２）NOI＝賃貸事業収入－賃貸事業費用＋減価償却費 

 

 

（有価証券組入資産明細） 

銘柄名 資産の種類 数量 
帳簿価額（百万円） 

評価額（百万円） 

（注１） 評価損益 

（百万円） 
備考 

単価 金額 単価 金額 

合同会社ＫＳＬＦ８

匿名組合出資持分

（注２） 

匿名組合出資持分 - - 208 - 221 12 - 

合計 - - 208 - 221 12 - 

（注１）匿名組合出資持分に係る運用資産である不動産等については、鑑定評価額に基づいて評価し、匿名組合出資持分に係る運用資産評価合計

額から匿名組合出資持分に係る負債評価合計額を控除した匿名組合出資持分に係る純資産の持分相当額をもって評価しています。なお、

後記「Ⅴ．注記表  金融商品に関する注記」の時価とは、評価方法が異なります。 

（注２）運用資産は「カネディアンヒル」、「アネシス兵庫」、「オラージュ須磨」、「ロココリハ」及び「アネシス寺田町」の各不動産信託受益権で

す。 

 



 

 

４ その他資産の状況 

（特定取引の契約額等及び時価の状況表） 

平成29年８月31日現在、本投資法人における特定取引の契約額等及び時価の状況は、以下のとおりです。 

区分 種類 
契約額等（百万円）（注１） 

時価（百万円） 
 うち１年超 

市場取引以外の取引 
金利スワップ取引 

（支払固定・受取変動） 
14,000 10,500 （注２） 

合計 14,000 10,500 - 

（注１）金利スワップ取引の契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。 

（注２）当該取引は、金融商品に関する会計基準上の金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、時価の記載を省略しています。 

 

５ 国及び地域毎の資産保有状況 

 日本以外の国及び地域について、該当事項はありません。 

 



 

 

保有不動産の資本的支出 

１ 資本的支出の予定 

 本投資法人が保有する資産に関し、第５期（平成30年２月期）に計画されている改修工事等に伴う資本的支出の予定額

のうち主要なものは以下のとおりです。なお、資本的支出の予定金額には、工事の内容等に従い会計上の費用に区分され

る結果となるものが発生する場合があります。 

物

件 

番

号 

不動産等の名称 

（所在地） 
目的 予定期間 

工事予定金額（千円） 

総額 当期支払額 既支払額 

S-2 
ニチイホームたまプラーザ 

（神奈川県川崎市） 

Ｂ１Ｆ・２Ｆ共

用部及び給排

気設備改修 

自 平成29年９月 

至 平成30年２月 
127,000 - - 

その他 10,315 - - 

合計 137,315 - - 

 

２ 期中の資本的支出 

 本投資法人が平成29年８月31日現在保有する資産に関し、当期に実施した資本的支出に該当する主要な工事等の概要は

以下のとおりです。資本的支出に該当する工事は25,984千円であり、費用に区分された修繕費17,280千円と合わせ、合計

43,265千円の工事を実施しています。なお、上記とは別に、アルファ恵庭駅西口再開発ビル（区分所有物件）の管理規約

に基づく修繕積立金3,211千円を当期の修繕費として計上しています。 

物件番号 不動産等の名称 所在地 目的 期間 工事金額(千円) 

S-1 ジョイステージ八王子 東京都八王子市 

ホーム棟 廊下ガラ

ス面飛散防止フィル

ム貼工事 

自 平成29年６月 

至 平成29年７月 
3,857 

S-1 ジョイステージ八王子 東京都八王子市 
給水ポンプユニット

交換工事 

自 平成29年７月 

至 平成29年８月 
3,809 

S-6 アクティバ琵琶 滋賀県大津市 
レジデンス棟高圧電

気機器更新工事 

自 平成29年５月 

至 平成29年５月 
3,605 

S-6 アクティバ琵琶 滋賀県大津市 

レジデンス棟６号館

４号機エレベーター

(油圧式)更新工事 

自 平成29年７月 

至 平成29年８月 
10,714 

その他 3,997 

合計 25,984 

 

３ 長期修繕計画のために積立てた金銭 

該当事項はありません。 

 



 

 

費用・負債の状況 

１ 運用等に係る費用明細 

（単位：千円） 

項目 

第３期 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

第４期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

資産運用報酬 113,898 116,139 

資産保管手数料 2,659 2,665 

一般事務委託手数料 10,084 11,072 

役員報酬 4,800 4,800 

その他の費用 42,892 41,737 

合計 174,334 176,416 



 

 

２ 借入状況 

平成29年８月31日現在における借入金の状況は以下のとおりです。 

区分 借入先 借入日 

当期首 

残高 

(百万円) 

当期末 

残高 

(百万円) 

平均 

利率 

(％) 

返済期限 
返済 

方法 

資金 

使途 
摘要 

短 

期 

借 

入 

金 

株式会社新生銀行 平成28年 

７月29日 

500 － 0.33 

（注１） 

平成29年 

７月31日 
期限 

一括 
(注３) 

無無 

保担 

証保 

株式会社三井住友銀行 500 － 

株式会社新生銀行 平成29年 

７月31日 

－ 500 0.33 

(注１) 

平成30年 

７月30日 株式会社三井住友銀行 － 500 

小計 1,000 1,000  

長１ 

期年 

借内 

入返 

金済 

 予 

 定 

 の 

株式会社新生銀行 

平成27年 

７月29日 

－ 1,000 

0.4352 

（注２） 

平成30年 

７月30日 

期限 

一括 
(注４) 

無無 

保担 

証保 

株式会社三井住友銀行 － 1,000 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 － 500 

株式会社みずほ銀行 － 500 

日本生命保険相互会社 － 500 

小計 － 3,500  

長 

期 

借 

入 

金 

株式会社新生銀行 

平成27年 

７月29日 

1,000 － 

0.4352 

（注２） 

平成30年 

７月30日 

期限 

一括 
(注4) 

無無 

保担 

証保 

株式会社三井住友銀行 1,000 － 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 500 － 

株式会社みずほ銀行 500 － 

日本生命保険相互会社 500 － 

株式会社新生銀行 

平成27年 

７月29日 

1,750 1,750 

0.7287 

（注２） 

平成32年 

７月29日 

株式会社三井住友銀行 1,750 1,750 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 1,000 1,000 

株式会社みずほ銀行 500 500 

株式会社りそな銀行 500 500 

みずほ信託銀行株式会社 500 500 

株式会社新生銀行 

平成27年 

７月29日 

1,100 1,100 

1.1145 

（注２） 

平成34年 

７月29日 

株式会社三井住友銀行 1,100 1,100 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 1,000 1,000 

株式会社みずほ銀行 300 300 

損害保険ジャパン日本興亜 

株式会社 
1,000 1,000 

小計 14,000 10,500  

合計 15,000 15,000  

（注１）全額変動金利による借入れであり、当期末残高及び日数による期中の加重平均利率の小数第５位を四捨五入して記載しています。 

（注２）全額変動金利による借入れですが、金利上昇リスクをヘッジする目的で金利スワップ取引を行っており、金利スワップ（金利の固定化）



 

 

後の利率を記載しています。 

（注３）既存借入金の返済資金です。 

（注４）不動産信託受益権の取得資金及びその関連費用です。

 

３ 投資法人債 

 該当事項はありません。 

 

４ 短期投資法人債 

 該当事項はありません。 

 

５ 新投資口予約権 

 該当事項はありません。



 

 

期中の売買状況 

１ 不動産等及び資産対応証券等、インフラ資産等及びインフラ関連資産の売買状況等 

該当事項はありません。 

 

２ その他の資産の売買状況等 

 該当事項はありません。 

 なお、上記不動産等及び資産対応証券等以外の主なその他の資産は、銀行預金又は信託財産内の銀行預金です。 

 

３ 特定資産の価格等の調査 

 該当事項はありません。 

 

４ 利害関係人等との取引状況 

（１）取引状況 

該当事項はありません。 

 

（２）支払手数料等の金額 

区分 
支払手数料等総額

(A)(千円) 

利害関係人等との取引内訳 
総額に対する割合

(B/A)(％) 支払先 支払金額(B)(千円) 

管理委託費 13,562 株式会社長谷工ライブネット 5,214 38.4 

修繕費 20,491 株式会社長谷工ライブネット 257 1.3 

借地料 10,656 合同会社ＫＲＦ１７ 1,638 15.4 

（注）「利害関係人等」とは、投資信託及び投資法人に関する法律施行令（平成12年政令第480号。その後の改正を含みます。）第123条及び一般社

団法人投資信託協会の投資信託及び投資法人に係る運用報告書等に関する規則第26条第１項第27号に規定される本投資法人と資産運用

委託契約を締結している資産運用会社の利害関係人等をいいます。 

 

５ 資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等 

 本投資法人の資産運用会社であるジャパン・シニアリビング・パートナーズ株式会社は、宅地建物取引業の業務を兼業

していますが、該当する取引はありません。また、第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業及び不動産特定共同事

業のいずれの業務も兼業しておらず、該当する取引はありません。 



 

 

経理の状況 

１ 資産、負債、元本及び損益の状況等 

後記「Ⅱ．貸借対照表」、「Ⅲ．損益計算書」、「Ⅳ．投資主資本等変動計算書」、「Ⅴ．注記表」及び「Ⅵ．金銭の分配に

係る計算書」をご参照ください。 

 

２ 減価償却額の算定方法の変更 

該当事項はありません。 

 

３ 不動産等及びインフラ資産等の評価方法の変更 

該当事項はありません。 

 

その他 

１ 自社設定投資信託受益証券等の状況等 

該当事項はありません。 

 

２ お知らせ 

（１）投資主総会 

平成29年４月27日に、本投資法人の第３回投資主総会を開催しました。 

投資主総会で承認された事項のうち主な概要は以下のとおりです。 

議案 概要 

第１号議案 

規約一部変更の件 

原案のとおり、以下の事項について規約を変更しました。 

(1)投資法人における会計上の取扱いと税務上の取扱いの差異（税会不一致）に関して、

投資法人の計算に関する規則（平成18年内閣府令第47号。その後の改正を含みま

す。）及び租税特別措置法(昭和32年法律第26号。その後の改正を含みます。)等の

改正が行われたことから、本投資法人における課税負担を軽減する目的で利益を超

えた金銭を分配することを可能とするため、関連する規定を変更するものです（現

行規約第46条第２号関係）。 

(2)本投資法人の第１期営業期間に関する定めについて、現状では不要となった文言を

削除するものです（現行規約第45条及び別紙関係)。 

(3)上記の他、適用法令の表現との整合性、規定内容の明確化その他による、表現の変

更及び字句の修正並びに条文の整備を行うものです。 

第２号議案 

執行役員１名選任の件 

原案のとおり、執行役員に奥田かつ枝が選任されました。なお、任期は平成29年５月

１日より２年間となります。 

第３号議案 

補欠執行役員１名選任の件 

原案のとおり、補欠執行役員に薦田晶が選任されました。なお補欠執行役員1名の選任

に係る決議が効力を有する期間は、第２号議案における執行役員の任期が満了すると

きである平成31年４月30日までとします。 

第４号議案 

監督役員２名選任の件 

原案のとおり、監督役員に岩尾總一郎及び小高功嗣の２名が選任されました。なお、

任期は平成29年５月１日より２年間となります。 

 

（２）投資法人役員会 

該当事項はありません。 

 

３ 海外不動産保有法人の状況等 

該当事項はありません。 

 

４ 海外不動産保有法人が有する不動産の状況等 

該当事項はありません。 

 

５ その他 

本書では、特に記載のない限り、記載未満の数値について、金額は切り捨て、比率は四捨五入により記載しています。 

 



 

 

Ⅱ．貸借対照表 

  （単位：千円）  

 
前期（ご参考） 

(平成29年２月28日) 

当期 

(平成29年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,996,068 2,275,066 

信託現金及び信託預金 4,103,196 3,949,625 

前払費用 34,148 39,041 

繰延税金資産 23 18 

その他 259 924 

流動資産合計 6,133,694 6,264,677 

固定資産   

有形固定資産   

信託建物 19,309,947 19,335,932 

減価償却累計額 △981,856 △1,278,014 

信託建物（純額） 18,328,091 18,057,917 

信託構築物 270,734 270,734 

減価償却累計額 △28,499 △37,202 

信託構築物（純額） 242,234 233,531 

信託機械及び装置 22,445 22,445 

減価償却累計額 △3,429 △4,462 

信託機械及び装置（純額） 19,015 17,983 

信託土地 9,416,012 9,416,012 

有形固定資産合計 28,005,354 27,725,445 

無形固定資産   

信託借地権 1,039,835 1,039,835 

無形固定資産合計 1,039,835 1,039,835 

投資その他の資産   

投資有価証券 204,976 208,672 

差入敷金及び保証金 10,000 10,000 

信託差入敷金及び保証金 18,700 18,700 

長期前払費用 79,252 66,019 

投資その他の資産合計 312,929 303,391 

固定資産合計 29,358,119 29,068,673 

資産合計 35,491,814 35,333,350 



 

 

 
  （単位：千円）  

 
前期（ご参考） 

(平成29年２月28日) 

当期 

(平成29年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

営業未払金 39,738 40,493 

短期借入金 1,000,000 1,000,000 

１年内返済予定の長期借入金 - 3,500,000 

未払金 4,686 5,305 

未払費用 128,559 131,608 

未払消費税等 2,136 2,772 

前受金 163,768 163,781 

その他 2,222 2,818 

流動負債合計 1,341,111 4,846,779 

固定負債   

長期借入金 14,000,000 10,500,000 

信託預り敷金及び保証金 840,492 840,492 

信託入居一時金預り金 3,476,698 3,307,559 

固定負債合計 18,317,190 14,648,052 

負債合計 19,658,301 19,494,832 

純資産の部   

投資主資本   

出資総額 15,531,693 15,531,693 

剰余金   

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 301,819 306,824 

剰余金合計 301,819 306,824 

投資主資本合計 15,833,512 15,838,517 

純資産合計 ※1  15,833,512 ※1  15,838,517 

負債純資産合計 35,491,814 35,333,350 



 

 

Ⅲ．損益計算書 

  （単位：千円）  

 

前期（ご参考） 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

当期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

営業収益   

賃貸事業収入 ※1  974,672 ※1  975,576 

その他賃貸事業収入 - ※1  958 

受取配当金 13,896 13,060 

営業収益合計 988,569 989,596 

営業費用   

賃貸事業費用 ※1  440,032 ※1  438,386 

資産運用報酬 113,898 116,139 

資産保管手数料 2,659 2,665 

一般事務委託手数料 10,084 11,072 

役員報酬 4,800 4,800 

その他営業費用 42,892 41,737 

営業費用合計 614,366 614,802 

営業利益 374,202 374,793 

営業外収益   

受取利息 29 30 

受取補償金 - 5,094 

営業外収益合計 29 5,124 

営業外費用   

支払利息 55,742 56,665 

融資関連費用 15,456 15,456 

営業外費用合計 71,199 72,121 

経常利益 303,032 307,796 

税引前当期純利益 303,032 307,796 

法人税、住民税及び事業税 1,259 992 

法人税等調整額 △10 4 

法人税等合計 1,248 996 

当期純利益 301,783 306,799 

前期繰越利益 35 24 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 301,819 306,824 



 

 

Ⅳ．投資主資本等変動計算書 

前期（ご参考）（自 平成28年９月１日 至 平成29年２月28日） 

    （単位：千円）  

 投資主資本 

純資産合計 
 

出資総額 

剰余金 

投資主資本合計 
 

当期未処分利益

又は当期未処理

損失（△） 

剰余金合計 

当期首残高 15,531,693 302,846 302,846 15,834,540 15,834,540 

当期変動額      

剰余金の配当  △302,811 △302,811 △302,811 △302,811 

当期純利益  301,783 301,783 301,783 301,783 

当期変動額合計 - △1,027 △1,027 △1,027 △1,027 

当期末残高 15,531,693 301,819 301,819 15,833,512 15,833,512 

 

当期（自 平成29年３月１日 至 平成29年８月31日） 

    （単位：千円）  

 投資主資本 

純資産合計 
 

出資総額 

剰余金 

投資主資本合計 
 

当期未処分利益

又は当期未処理

損失（△） 

剰余金合計 

当期首残高 15,531,693 301,819 301,819 15,833,512 15,833,512 

当期変動額      

剰余金の配当  △301,794 △301,794 △301,794 △301,794 

当期純利益  306,799 306,799 306,799 306,799 

当期変動額合計 - 5,005 5,005 5,005 5,005 

当期末残高 15,531,693 306,824 306,824 15,838,517 15,838,517 



 

 

Ⅴ．注記表 

 

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］ 

項目 

前期（ご参考） 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

当期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

１．有価証券の評価基準及び評価

方法 

その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用してい

ます。なお、匿名組合出資持分について

は、匿名組合に対する持分相当額を純額

で取り込む方法を採用しています。  

その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用してい

ます。なお、匿名組合出資持分について

は、匿名組合に対する持分相当額を純額

で取り込む方法を採用しています。 

２．固定資産の減価償却の方法 有形固定資産(信託財産を含む。) 

 定額法を採用しています。なお、主た

る有形固定資産の耐用年数は以下のとお

りです。 

 

建物 ３～74年 

構築物 ４～41年 

機械及び装置 11年 

  

有形固定資産(信託財産を含む。) 

 定額法を採用しています。なお、主た

る有形固定資産の耐用年数は以下のとお

りです。 

 

建物 ３～74年 

構築物 ４～41年 

機械及び装置 11年 
 

３．収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法 

 保有する不動産又は不動産を信託財

産とする信託受益権に係る固定資産税、

都市計画税及び償却資産税等(以下「固

定資産税等」といいます。）については、

賦課決定された税額のうち当該計算期

間に対応する額を賃貸事業費用として

費用処理する方法を採用しています。 

 なお、不動産又は不動産を信託財産と

する信託受益権の取得に伴い、本投資法

人が負担した初年度の固定資産税等相

当額については、費用に計上せず当該不

動産等の取得原価に算入しています。 

固定資産税等の処理方法 

 保有する不動産又は不動産を信託財

産とする信託受益権に係る固定資産税、

都市計画税及び償却資産税等(以下「固

定資産税等」といいます。）については、

賦課決定された税額のうち当該計算期

間に対応する額を賃貸事業費用として

費用処理する方法を採用しています。 

 なお、不動産又は不動産を信託財産と

する信託受益権の取得に伴い、本投資法

人が負担した初年度の固定資産税等相

当額については、費用に計上せず当該不

動産等の取得原価に算入しています。 

４．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジによっています。ただ

し、特例処理の要件を満たす金利スワ

ップについては特例処理を採用して

います。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段：金利スワップ取引 

 ヘッジ対象：借入金金利 

(3）ヘッジ方針 

 本投資法人は、財務リスク管理方針

に基づき、投資法人規約に規定するリ

スクをヘッジする目的でデリバティ

ブ取引を行っています。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップは特例処理の要件を

満たしているため、有効性の評価は省

略しています。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジによっています。ただ

し、特例処理の要件を満たす金利スワ

ップについては特例処理を採用して

います。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段：金利スワップ取引 

 ヘッジ対象：借入金金利 

(3）ヘッジ方針 

 本投資法人は、財務リスク管理方針

に基づき、投資法人規約に規定するリ

スクをヘッジする目的でデリバティ

ブ取引を行っています。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップは特例処理の要件を

満たしているため、有効性の評価は省

略しています。 



 

 

 

項目 

前期（ご参考） 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

当期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

５．その他計算書類作成のための

基本となる重要な事項 

(1）不動産等を信託財産とする信託受益

権に関する会計処理方法 

 保有する不動産等を信託財産と

する信託受益権については、信託財

産内の全ての資産及び負債勘定並

びに信託財産に生じた全ての収益

及び費用勘定について、貸借対照表

及び損益計算書の該当勘定科目に

計上しています。 

 なお、該当勘定科目に計上した信

託財産のうち重要性がある下記の

科目については、貸借対照表におい

て区分掲記しています。 

①信託現金及び信託預金 

②信託建物、信託構築物、信託機械

及び装置、信託土地 

③信託借地権 

④信託差入敷金及び保証金 

⑤信託預り敷金及び保証金 

⑥信託入居一時金預り金 

(2）消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっています。なお、

資産の取得に係る控除対象外消費税

は、各資産の取得原価に算入していま

す。 

 

(1）不動産等を信託財産とする信託受益

権に関する会計処理方法 

 保有する不動産等を信託財産と

する信託受益権については、信託財

産内の全ての資産及び負債勘定並

びに信託財産に生じた全ての収益

及び費用勘定について、貸借対照表

及び損益計算書の該当勘定科目に

計上しています。 

 なお、該当勘定科目に計上した信

託財産のうち重要性がある下記の

科目については、貸借対照表におい

て区分掲記しています。 

①信託現金及び信託預金 

②信託建物、信託構築物、信託機械

及び装置、信託土地 

③信託借地権 

④信託差入敷金及び保証金 

⑤信託預り敷金及び保証金 

⑥信託入居一時金預り金 

(2）消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっています。なお、

資産の取得に係る控除対象外消費税

は、各資産の取得原価に算入していま

す。 



 

 

［貸借対照表に関する注記］ 

前期（ご参考） 

（平成29年２月28日） 

当期 

（平成29年８月31日） 

※１.投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に

定める最低純資産額 

50,000千円 

※１.投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定

める最低純資産額 

50,000千円 

 

 

［損益計算書に関する注記］ 

前期（ご参考） 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

当期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

※１.不動産賃貸事業損益の内訳 ※１.不動産賃貸事業損益の内訳  

 （単位：千円）  （単位：千円） 

Ａ．不動産賃貸事業収益  Ａ．不動産賃貸事業収益  

賃貸事業収入  賃貸事業収入  

賃料収入 967,518 賃料収入 968,414 

共益費収入 7,113 共益費収入 7,124 

その他 40 その他 37 

不動産賃貸事業収益合計 974,672 計 975,576 

  その他賃貸事業収入 958 

  不動産賃貸事業収益合計 976,535 

Ｂ．不動産賃貸事業費用  Ｂ．不動産賃貸事業費用  

賃貸事業費用  賃貸事業費用  

公租公課 73,392 公租公課 74,575 

管理委託費 13,166 管理委託費 13,562 

水道光熱費 1,820 水道光熱費 1,855 

借地料 10,656 借地料 10,656 

修繕費 27,431 修繕費 20,491 

損害保険料 2,387 損害保険料 2,455 

信託報酬 6,300 信託報酬 6,300 

減価償却費 304,852 減価償却費 305,893 

その他賃貸事業費用 25 その他賃貸事業費用 2,596 

不動産賃貸事業費用合計 440,032 不動産賃貸事業費用合計 438,386 

Ｃ. 不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ） 534,640 Ｃ. 不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ） 538,149 



 

 

［投資主資本等変動計算書に関する注記］ 

前期（ご参考） 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

当期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数 

  発行可能投資口総口数 5,000,000口   発行可能投資口総口数 5,000,000口 

  発行済投資口の総口数 84,750口   発行済投資口の総口数 84,750口 

 

［税効果会計に関する注記］ 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

前期（ご参考） 

（平成29年２月28日） 

当期 

（平成29年８月31日） 

 （単位：千円）  （単位：千円） 

（繰延税金資産）  （繰延税金資産）  

未払事業税等 23 未払事業税等 18 

減価償却超過額 246 減価償却超過額 320 

繰延税金資産合計 269 繰延税金資産合計 339 

評価性引当額 △246 評価性引当額 △320 

繰延税金資産の純額 23 繰延税金資産の純額 18 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳 

前期（ご参考） 

（平成29年２月28日） 

当期 

（平成29年８月31日） 

 （単位：％）  （単位：％） 

法定実効税率 31.74 法定実効税率 31.74 

（調整）  （調整）  

支払分配金の損金算入額 △31.61 支払分配金の損金算入額 △31.64 

その他 0.28 その他 0.22 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.41 税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.32 

 



 

 

［リースにより使用する固定資産に関する注記］ 

前期（ご参考） 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

当期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

該当事項はありません。 

 

該当事項はありません。 

 

［金融商品に関する注記］ 

前期（ご参考）（自 平成28年９月１日 至 平成29年２月28日） 

１.金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

 本投資法人は、資産（不動産信託受益権等）の取得、修繕及び債務の返済等に充当する資金を、主として金融機関

からの借入れ及び投資口の発行等により調達します。有利子負債の調達に際しては、資金調達の機動性と財務の安定

性のバランスに配慮しています。 

 余剰資金の運用は、預金並びに安定性、流動性の高い有価証券及び金銭債権を対象としています。 

 デリバティブ取引は、本投資法人の負債に起因する金利変動リスクをヘッジすることを目的としたものに限定して

います。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 借入金は、主として資産の取得を目的としたものであり、返済期日において流動性リスクに晒されますが、調達期

間の長期化及び返済期日の分散を図ること等により当該リスクを管理しています。また、変動金利による借入金は金

利の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用し、実質固定

化することで、その変動リスクを回避しています。 なお、ヘッジ会計の方法、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針、ヘッジの有効性評価の方法については、前記「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載されている「４.

ヘッジ会計の方法」をご参照ください。 

 預金は、本投資法人の余剰資金を運用するものであり、預入先金融機関の破綻など信用リスクに晒されていますが、

安全性及び換金性を考慮し、原則として一定以上の格付を有する銀行に開設した普通預金口座に預け入れることで当

該リスクを管理しています。 

 投資有価証券は、匿名組合に対する出資であり、発行体の信用リスク、不動産等の価値の変動リスク及び金利変動

リスクに晒されていますが、定期的に発行体の財務状況及び不動産等の価値等を把握することにより、信用リスク及

び価値変動リスクの低減に努めています。 

 信託入居一時金預り金は、オペレーターが入居者から受領する入居一時金の全額又は一部をオペレーターより預か

っているものであり、入居者の退去に伴う返還時に流動性リスクに晒されますが、手許流動性を維持することにより

当該リスクを管理しています。 

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

います。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価

額が変動することがあります。また、後記デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバテ

ィブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

 

 ２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成29年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

 なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません。（（注２）をご参照くださ

い。） 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）現金及び預金 1,996,068 1,996,068 - 

（2）信託現金及び信託預金 4,103,196 4,103,196 - 

資産計 6,099,264 6,099,264 - 

（1）短期借入金 1,000,000 1,000,000 - 

（2）長期借入金 14,000,000 14,192,185 192,185 

負債計 15,000,000 15,192,185 192,185 

デリバティブ取引 - - - 

（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項



 

 

資産 

（1）現金及び預金、（2）信託現金及び信託預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

負債 

（1）短期借入金 

これらは短期間で決済され、かつ、変動金利であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

（2）長期借入金 

元利金の合計額（特例処理の対象とされている借入金については当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額）を、新規に

同様の借入れを行なった場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しています。 

 

デリバティブ取引 

１.ヘッジ会計が適用されていないもの 

該当事項はありません。 

２.ヘッジ会計が適用されているもの 

ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のとおりです。 

（単位：千円） 

ヘッジ会計方法 
デリバティブ取引 

の種類等 
主なヘッジ対象 

契約額等 
時価 

当該時価の 

算定方法  うち１年超 

金利スワップの 

特例処理 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 
長期借入金 14,000,000 14,000,000 （注） － 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当

該長期借入金の時価に含めて記載しています。（前記「金融商品に関する注記 ２．金融商品の時価等に関する事項 （注１）金

融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項 負債（２）長期借入金」をご参照ください。） 

 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：千円） 

 
当期 

（平成29年２月28日） 

投資有価証券 ※１ 204,976 

信託入居一時金預り金 ※２ 3,476,698 

※１投資有価証券（匿名組合出資持分）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象と

していません。 

※２信託入居一時金預り金については、市場価格がなく、かつ、賃貸借契約の期間の定めがあっても入居者の退去による返還等の可能性があり、

実質的な預託期間を算定することができないことから、合理的に将来キャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるため、

時価開示の対象としていません。 

 

（注３）金銭債権の決算日（平成29年２月28日）後の償還予定額 

（単位：千円） 

 １年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

現金及び預金 1,996,068 - - - - - 

信託現金及び信託預金 4,103,196 - - - - - 

合計 6,099,264 - - - - - 

 

（注４）借入金の決算日（平成29年２月28日）後の返済予定額 

（単位：千円） 

 １年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

短期借入金 1,000,000 - - - - - 

長期借入金 - 3,500,000 - 6,000,000 - 4,500,000 

合計 1,000,000 3,500,000 - 6,000,000 - 4,500,000 



 

 

当期（自 平成29年３月１日 至 平成29年８月31日） 

１.金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

 本投資法人は、資産（不動産信託受益権等）の取得、修繕及び債務の返済等に充当する資金を、主として金融機関

からの借入れ及び投資口の発行等により調達します。有利子負債の調達に際しては、資金調達の機動性と財務の安定

性のバランスに配慮しています。 

 余剰資金の運用は、預金並びに安定性、流動性の高い有価証券及び金銭債権を対象としています。 

 デリバティブ取引は、本投資法人の負債に起因する金利変動リスクをヘッジすることを目的としたものに限定して

います。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 借入金は、主として資産の取得を目的としたものであり、返済期日において流動性リスクに晒されますが、調達期

間の長期化及び返済期日の分散を図ること等により当該リスクを管理しています。また、変動金利による借入金は金

利の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用し、実質固定

化することで、その変動リスクを回避しています。 なお、ヘッジ会計の方法、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針、ヘッジの有効性評価の方法については、前記「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載されている「４.

ヘッジ会計の方法」をご参照ください。 

 預金は、本投資法人の余剰資金を運用するものであり、預入先金融機関の破綻など信用リスクに晒されていますが、

安全性及び換金性を考慮し、原則として一定以上の格付を有する銀行に開設した普通預金口座に預け入れることで当

該リスクを管理しています。 

 投資有価証券は、匿名組合に対する出資であり、発行体の信用リスク、不動産等の価値の変動リスク及び金利変動

リスクに晒されていますが、定期的に発行体の財務状況及び不動産等の価値等を把握することにより、信用リスク及

び価値変動リスクの低減に努めています。 

 信託入居一時金預り金は、オペレーターが入居者から受領する入居一時金の全額又は一部をオペレーターより預か

っているものであり、入居者の退去に伴う返還時に流動性リスクに晒されますが、手許流動性を維持することにより

当該リスクを管理しています。 

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

います。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価

額が変動することがあります。また、後記デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバテ

ィブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

 

 ２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成29年８月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

 なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません。（（注２）をご参照くださ

い。） 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）現金及び預金 2,275,066 2,275,066 - 

（2）信託現金及び信託預金 3,949,625 3,949,625 - 

資産計 6,224,692 6,224,692 - 

（1）短期借入金 1,000,000 1,000,000 - 

（2）１年内返済予定の長期借入金 3,500,000 3,503,303 3,303 

（3）長期借入金 10,500,000 10,704,289 204,289 

負債計 15,000,000 15,207,593 207,593 

デリバティブ取引 - - - 

（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

（1）現金及び預金、（2）信託現金及び信託預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

負債 

（1）短期借入金 

これらは短期間で決済され、かつ、変動金利であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。



 

 

（2）１年内返済予定の長期借入金及び（3）長期借入金 

元利金の合計額（特例処理の対象とされている借入金については当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額）を、新規に

同様の借入れを行なった場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しています。 

デリバティブ取引 

１.ヘッジ会計が適用されていないもの 

該当事項はありません。 

２.ヘッジ会計が適用されているもの 

ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のとおりです。 

（単位：千円） 

ヘッジ会計方法 
デリバティブ取引 

の種類等 
主なヘッジ対象 

契約額等 
時価 

当該時価の 

算定方法  うち１年超 

金利スワップの 

特例処理 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 
長期借入金 14,000,000 10,500,000 （注） － 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当

該長期借入金の時価に含めて記載しています。（前記「金融商品に関する注記 ２．金融商品の時価等に関する事項 （注１）金

融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項 負債（２）1年内返済予定の長期借入金及び（３）長期借入金」を

ご参照ください。） 

 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：千円） 

 
当期 

（平成29年８月31日） 

投資有価証券 ※１ 208,672 

信託入居一時金預り金 ※２ 3,307,559 

※１投資有価証券（匿名組合出資持分）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象と

していません。 

※２信託入居一時金預り金については、市場価格がなく、かつ、賃貸借契約の期間の定めがあっても入居者の退去による返還等の可能性があり、

実質的な預託期間を算定することができないことから、合理的に将来キャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるため、

時価開示の対象としていません。 

 

（注３）金銭債権の決算日（平成29年８月31日）後の償還予定額 

（単位：千円） 

 １年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

現金及び預金 2,275,066 － － － － － 

信託現金及び信託預金 3,949,625 － － － － － 

合計 6,224,692 － － － － － 

 

（注４）借入金の決算日（平成29年８月31日）後の返済予定額 

（単位：千円） 

 １年以内 
１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

短期借入金 1,000,000 ー ー ー ー ー 

１年内返済予定の 

長期借入金 
3,500,000 ー ー ー ー ー 

長期借入金 - ー 6,000,000 ー 4,500,000 ー 

合計 4,500,000 ー 6,000,000 ー 4,500,000 ー 



 

 

［賃貸等不動産に関する注記］ 

前期（ご参考）（自 平成28年９月１日 至 平成29年２月28日） 

 本投資法人は、主として三大都市圏及び中核都市圏において、賃貸収益を得ることを目的として、シニアリビング施

設を所有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び期末時価は、以下のとおりです。 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額 
期末時価 

期首残高 期中増減額 期末残高 

29,267,910 △222,720 29,045,190 30,538,000 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

（注２）期中増減額のうち、増加額は資本的支出（82,132千円）、減少額は減価償却費（304,852千円）です。 

（注３）期末時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。 

 

 なお、賃貸等不動産に関する損益は、前記「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。 

 

当期（自 平成29年３月１日 至 平成29年８月31日） 

 本投資法人は、主として三大都市圏及び中核都市圏において、賃貸収益を得ることを目的として、シニアリビング施

設を所有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び期末時価は、以下のとおりです。 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額 
期末時価 

期首残高 期中増減額 期末残高 

29,045,190 △279,909 28,765,281 30,522,000 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

（注２）期中増減額のうち、増加額は資本的支出（25,984千円）、減少額は減価償却費（305,893千円）です。 

（注３）期末時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。 

 

 なお、賃貸等不動産に関する損益は、前記「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。 

 

[資産の運用の制限に関する注記] 

前期（ご参考） 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

当期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

 

［関連当事者との取引に関する注記］  

前期（ご参考）（自 平成28年９月１日 至 平成29年２月28日） 

属性 

会社等の 

名称又は 

氏名 

事業の 

内容 

又は職業 

投資口 

の所有 

割合 

（％） 

取引の内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

資産保管会社 
三菱ＵＦＪ信託銀行

株式会社 
銀行業 － 

資金借入れ － 長期借入金 2,500,000 

融資関連費用 2,508 
前払費用 5,017 

長期前払費用 16,110 

支払利息 7,317 未払費用 40 

（注１）取引金額には消費税等は含まれていませんが、期末残高には含まれています。 

（注２）取引条件は市場の実勢に基づいて決定しています。



 

 

当期（自 平成29年３月１日 至 平成29年８月31日） 

属性 

会社等の 

名称又は 

氏名 

事業の 

内容 

又は職業 

投資口 

の所有 

割合 

（％） 

取引の内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

資産保管会社 
三菱ＵＦＪ信託銀行

株式会社 
銀行業 － 

資金の借入れ - 

１年内返済予定

の長期借入金 
500,000 

長期借入金 2,000,000 

融資関連費用 2,508 
前払費用 4,985 

長期前払費用 13,633 

支払利息 7,435 未払費用 121 

（注１）取引金額には消費税等は含まれていませんが、期末残高には含まれています。 

（注２）取引条件は市場の実勢に基づいて決定しています。 

 

［１口当たり情報に関する注記］ 

前期（ご参考） 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

当期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

１口当たり純資産額 186,826円 １口当たり純資産額 186,885円 

１口当たり当期純利益 3,560円 １口当たり当期純利益 3,620円 

 

１口当たり当期純利益は、当期純利益を期中平均投資口数

（日数加重平均投資口数）で除することにより算定してい

ます。なお、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益につ

いては、潜在投資口がないため記載していません。 

 

１口当たり当期純利益は、当期純利益を期中平均投資口数

（日数加重平均投資口数）で除することにより算定してい

ます。なお、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益につ

いては、潜在投資口がないため記載していません。 

（注）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 

前期（ご参考） 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

当期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

当期純利益（千円） 301,783 306,799 

普通投資主に帰属しない金額（千円） - - 

普通投資口に係る当期純利益（千円） 301,783 306,799 

期中平均投資口数（口） 84,750 84,750 

［重要な後発事象に関する注記］ 

前期（ご参考） 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

当期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

該当事項はありません。 

 

該当事項はありません。 

 



 

 

Ⅵ．金銭の分配に係る計算書 

 

前期（ご参考） 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

当期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

Ⅰ 当期未処分利益 301,819,094円 306,824,130円 

Ⅱ 分配金の額 301,794,750円 306,795,000円 

（投資口１口当たり分配金の額） （3,561円） （3,620円） 

Ⅲ 次期繰越利益 24,344円 29,130円 

分配金の額の算出方法 

 本投資法人の規約第46条に定める

分配方針に基づき、分配金の額は利

益の金額を限度とし、かつ、租税特

別措置法第67条の15に規定する配当

可能利益の額の100分の90に相当す

る金額を超えるものとしています。

かかる方針により、当期未処分利益

を超えない額で発行済投資口の総口

数84,750口の整数倍の最大値となる

301,794,750円を利益分配金として

分配することとします。 

 なお、本投資法人の規約第46条②

に定める利益を超えた金銭の分配は

行いません。 

本投資法人の規約第46条に定める分

配方針に基づき、分配金の額は利益

の金額を限度とし、かつ、租税特別

措置法第67条の15に規定する配当可

能利益の額の100分の90に相当する

金額を超えるものとしています。か

かる方針により、当期未処分利益を

超えない額で発行済投資口の総口数

84,750口の整数倍の最大値となる

306,795,000円を利益分配金として

分配することとします。 

 なお、本投資法人の規約第46条②

に定める利益を超えた金銭の分配は

行いません。 



 

 

Ⅶ．キャッシュ・フロー計算書（参考情報） 

  （単位：千円）  

 

前期 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

当期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 303,032 307,796 

減価償却費 304,852 305,893 

受取利息 △29 △30 

支払利息 55,742 56,665 

前払費用の増減額（△は増加） 5,100 △4,893 

未払消費税等の増減額（△は減少） △3,185 635 

営業未払金の増減額（△は減少） 8,508 △3,218 

未払金の増減額（△は減少） 2,562 618 

未払費用の増減額（△は減少） △1,720 2,433 

前受金の増減額（△は減少） 230 13 

長期前払費用の増減額（△は増加） 13,456 13,233 

その他 △7,520 △4,360 

小計 681,029 674,787 

利息の受取額 29 30 

利息の支払額 △56,358 △56,049 

法人税等の支払額 △1,259 △992 

営業活動によるキャッシュ・フロー 623,441 617,775 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

信託有形固定資産の取得による支出 △69,587 △22,010 

信託預り敷金及び保証金の受入による収入 540 - 

信託入居一時金預り金の受入による収入 306,267 92,837 

信託入居一時金預り金の返還による支出 △231,946 △261,975 

投資有価証券の払戻による収入 8,000 - 

投資活動によるキャッシュ・フロー 13,273 △191,149 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 - 1,000,000 

短期借入金の返済による支出 - △1,000,000 

分配金の支払額 △301,849 △301,198 

財務活動によるキャッシュ・フロー △301,849 △301,198 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 334,864 125,427 

現金及び現金同等物の期首残高 5,764,399 6,099,264 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 6,099,264 6,224,692 

（注）キャッシュ・フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づき作成し、参考情

報として添付しています。このキャッシュ・フロー計算書は、投信法第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではないため、会計監

査人の監査は受けていません。



 

 

［重要な会計方針に係る事項関係］（参考情報） 

項目 

前期 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

当期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

キャッシュ・フロー計算書 

における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金及び

信託現金、随時引出し可能な預金及び信託

預金並びに容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっています。 

 キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金及び

信託現金、随時引出し可能な預金及び信託

預金並びに容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっています。 



 

 

［キャッシュ・フロー計算書に関する注記］（参考情報） 

前期 

自 平成28年９月１日 

至 平成29年２月28日 

当期 

自 平成29年３月１日 

至 平成29年８月31日 

※１.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

 （単位：千円）  （単位：千円） 

現金及び預金 1,996,068 現金及び預金 2,275,066 

信託現金及び信託預金 4,103,196 信託現金及び信託預金 3,949,625 

現金及び現金同等物 6,099,264 現金及び現金同等物 6,224,692 

 

 
 


